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欧米先進国における保育動向の分析 I
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I 研究の主旨と目的

筆者らは. '，5年程前諸外国の保育 f幼児教育〉につい

て，主として制度面から比較的詳細に検討を加えた。各

国は，それぞれに自らの民族・文化・社会・宗教的背景

を琴撃とした，伺有φ，あるいは独自の制度や方法を採

っている。「乙れが最も多くの国が採用Lている典型的

な争φであるリと明瞭に指摘できるもCはない。

確かに， ζれまでわが国は乳幼児の保育，幼児教育を

すすめるにあたって，欧米諸国白思想・技術・行政制度

な存を広く参考とし，導入するととも多く，比較的欧米

指向の傾向がみられたζ と，そして今日もみられる乙と

は否定できない。

しかし，今日わが国の児童福祉施設として認可されて

いlる保育所り数は 2万を越え，まiた乙れ，らめ保育所I~通
う乳幼児の数は 190万人位及ぼうとιている。特に，就

学前 1 年間の 5 ・ 6歳児 I~対する公的保育，教育は該当

年齢幼児の約ω%に逮すz程であb，母一親I~よる養育と
とも I~. 保育所の保母による保育や幼稚園教諭による保

育の意義は，今後益々重視される乙とはあっても，乙れ

か軽減するとは予想じ難い。

さらに，わが国の保育界のとのような量的な拡大のみ

なちず，保育者の専門性や保育内容をみて弘、むιろ近

年は諸外国がζれを参考とじたり，とえに開発途土国な

e:から研修を求める声も増大している程に質的Kも向上

がみられる。制度的には相当高いレベルで盤備されてい

る国のひとつであるといつでも過言ではなかろう。

しかし一方，己申ような制度民基づく保育を受ける己

とのできなド乳幼児志数多い。無認可保育所，あるいは

軍品主による営申j重視の保育施設や資格要件などを持たな

い家庭的保育者I~よって母親以外の人による日中，ある

いは夜閣の保育を受けている乳幼児の発達や福祉の問題

も一方で指摘されてきている。
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このような保育のニーズと保育供給の微妙なギヤツjプ

ゃっF ンバラシスの問題も考慮しなげればfよらな ~\o: : 

あるいはまた，わが国程施設における集団保育か圧倒

的ι高い割合を示Lでいる国は稀れであり，とくに保育

所にお耽る集団的な乳児保育の増加は，母親白養育(ma-

t'ernal c町 e)と.母親以外由人による養育(nonm晶er-

nal c町 e)の質に関じτ，より適切な発連環境を配慮京

るよマ，検討じなければならない問題を数多く指摘させ

る乙占となったぶ刊ぐ、 p

きらに今日の保育所や保育者の役割，とりわけ両親や

家庭との積極的怠連携‘、協力なくしては，真の保育の効

果がJごがらなくなってきτいるのではないか，という意

見も多百出されて、旧る。、号じて.さらに制度や保育内容

にまでわたる，、いわ喰る幼保一元化への動き唱己れをゆ

ぐる論争も，今日の保育の重要な問題のひとつである。

本研究では，このよヲな問題の背景を採り，また今後

の課題を解決する上で..経済的，、社会的動向や背景が類

似じている欧米諸国を対象。c，あらためて種々の側面か

らそ白動向を分析するζととLた。

、、

E 保育ニーズの背景と動向 {、

1 .，母親の就労 、

(1)婦人労働の動向い，¥¥' 

①就学前児童をあlつ婦人〈母親)の労働力参加)

と保育ニ同ズ f

わが国の保育所入所基準伊達事を参照するまでもなく，

母親の労働力委加が."保育Z喜子y烈の量的な動向を規定す

る主たる要因である己主ば広く知られているとεろであ

る。たとえば. 1981年(昭和56年) 9月現在の行政管

理庁による調査でも，保育所入所理由(最高.3つま:での

複数回答)也第 l位は「仕事を続けた引ためJと母親の

就労を理由とするもので 54司6%であり，第 2位は市子

供の教育土好ましいため」と教育告理由とする品の
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で 47.0%であるが，第3位にはまた「働きたいためJと

就労希望を理由とするものが37.8%と続いており，保育

所入所基準の項目順位の妥当性を袈づける結果となって
z7) いる。

己れを逆の函から考察すれば，子どもの数や年齢が，

婦人の経済活動への参加に対して強い影響を与えている

という事実在確認する ζととなる。

女子勤労者と既婚無職女子に対して労働省が実施した

調査ICよれば， r女性が結婚後も職業をもって働くため

に必要なことJとして，未婚勤労者，既婚無職者のどれ

もが「保育施設の充実」を最も多くあげており，その比

率は未婚勤労者(45.0%)よりも既婚勤労者が(50.a者)，

既婚勤労者よりも既婚無職者(65.3%)が高くなってい

る。なかでも既媛無職者の高い支持率は，保育施設の未

充足のために育児を理由に就労を断念すでる母親が相当数

存在している ζとをうかがわせるものである(表 1)。

Gothenburg (スウェーデン)ICおげるフルタイムの

保育施設の供給が労働市場に与えた影響IC関する調査

( 1972年〉は， ζのような推量を実E的IC伊月Lている。18)

乙の調査は調査時現在フルタイム白保育施設を利用して

いた 500家族を対象としたものであり，干どもたちの監

護者の96%は女性であった。 ζの監護者のうち保育施設

の利用時IC既IC就労していたものは62，百であり，家事従

事者〈主婦)27%，学生11%であった杭施設利用後，

就労していたもののうち92労は就労を継続l，7.9百は学

生となり， 1，百は失業者となった(図 1)。就労を継続

したも自のうち約40%は以前より労働時聞を延長l，そ

の結果昇給する ζ ととなった。学生であうたものの約半

分は就労に転じた。家事従事者(主婦)であったものの

うち69%は2週間以内に就労l， 99百は求職者となり，

22労は学生となった(図 2)。フルタイムの保育が女性IC

与えた「ひまな時間Jは生産的な仕事や勉強に投資され

た。以上の結果は，スウェーデン社会では，職業上の成

功や人格の成長に関する男女平等の実現は，就学前児童

に対する社会的施策の拡充いかんにかかっているという

乙とを明徳K示しており，わが閣の労働・保育政策の将

来ICとっても看過しえないデータを提供しでいる。

以上を要約すれば，母親の労働力参加は保育ニーズを

増大させるが，他方，保育施設白整備拡大は母親の労働

力参加を促進するという相互関係が見出される。

②婦人労働の動向

大部分の国では，母親が幼い児童の養育IC主たるま置任

をとるものと考えられている限り ICおいて，また児童保

育のため自社会的施設が要求を満たせない限りKおいて，

学齢前および初等教育児童均九、るととは既婚婦人の労働
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表 1 女性が結婚後も職業をもって働くために必要な

ζと (単位必〉

項 目
奇労警|覇労警|話器

E十 100.0 100.0 100.0 

家る事がさらIC合理化され
こと 20.0 24.0 19.3 

保育施設の充実 45.0 50.0 65.3 

労増働大時間白短縮や休暇の 37.0 44.0 37.0 

育児休業制度の普及 39.5 38.3 48.3 

看護休暇制度の普及 8.5 16.0 19.7 

家ホ事ー援ム助ヘル制度プ制の度設な置どの 5.0 9.3 16.7 

男さ性わるも家と事いう・育意児識のに変た化ず 37.0 30.7 45.7 

女家己性庭止がとのも両っ立とに自覚努力を高すめる， 43.0 36.7 30.3 

仕む事ζ上とで由男女平等が進 23.0 22.0 25.0 

その他 2.0 2.0 1.3 

特に必要はない 0.5 0.3 1.0 

わからない 5.0 5.3 4.7 

資料出所労働省「勤労者及び勤労者世帯の裂の家族

意識に関する調査J(昭和56年 9月)
(注} 女子勤労者，既婚由無職女子800人由，質

問「女性が結婚後も職業をもつで働くために

はどんな乙とか必要かJIC対する回答の構成

割合である。

なお，重複回答であるため合計は 100を超
える。

引用:r昭和田年版労働白書』昭58年 7月， P.付 117

力参加IC対して制限的影響を与える傾向があ;;，.62)1980 

年前後の年齢別女子労働力率を主要6か国について示し

た図31Cは，己の点に関する各国間C差異がよく表わさ

れているように思われる。63)わが国と英国は20-24歳層

で高く， 25-34歳層で低下し， 35-54歳層で再び上昇し，

55歳以上層で低下するM字型をなLており，両国の女子

杭学校卒業後就職し，結婚・出産期IC退職し，やがて

子ともが大きくなる中年屈で再び就業するというライフ

サイクルを経験している乙とをあらわしている。乙れに

対して，スウェーデンでは，結婚・出産期にも労働力率

は低下せず，中年層で最も高くなる。米国では若年層か
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図3 国別にみた女子の年齢別労働力率

ら中年層までほぼ一貫して高い。西ドイツ，フランスで

は，若年屈で最も高く， 25-29歳It7吾ンスではわずか

に上昇に転じ，西ドイツは逆に低下するが，/¥以後両国と

も緩やかに低下する。結婚・出産期It退職皆るという傾

向は，日本，英国命も顕著切られ，貯の聞に次い

で西ドイツιも同様の現象が認められる。

しかし， /7ランスを除く 5か国民ついて過去数年間の

各国の年齢別女子労働力率の推移を調ぺてみると個4-
~ )，宇tべて田園児おいて，出産・育児期目ピークにあ

たる25'-34歳層で労働力率が上昇し，その上昇率は他申

年齢層よりも高くなっているζとが了解され，結婚・1出

産→退職というライフサイクルがいずれの固においでも

多かれ少なかれ崩れつ:つあ:ることを知ることができる。

婦i止のライフサイクルにつドて 5か国中最も著しい変

化が認められるのは米国であり;25-34歳屈で 1975-

80年の上昇率 10.8%という数字が示すように出産・

育児期の婦人が急速!乙労f島市場に進出しつつあり，労働

力率は65.4% It遥している。一方，日本，英国，西ド

イツにおける25-29歳層の労働力率上昇率についてみる

と，日本で5:89百(75'-80年);英国で8:2%σ3-77年)，

酋ドイツで4.1% (75-79年〉と，英国で最も大きな変化

がみられ，西ドイツ，英国では，己申年齢層で働く婦人

が過半数を超えて工いる主主J 日本ではまだ過半数に満たな
/ 色

lい。また，スウェ -)fツーでは 19'(5-78jF1C25-34歳届

で5.5%上昇l，?J'S'%に違じている。! _i 

さてこの問題IC関しては，独身女性や子どもDい指い

既婚婦人を除きJ就学前児童をもっ婦人の労働力参加に

限定したデータを用いる乙とによって，より厳脅な意味

だ保育政策に影響力をもっ婦人労働の動向を描ぐこ占が

できる。乙とでは， ζれら由国々のなかで現在最も高い

労働力率を示しているスウェーデン，米固について近年

の推移をふておきたい。両国の日本大使館調べによると，

スウェ」デンでは7歳未満の児童をもっ婦人白就業準は

1974年の56:7%か古1終日年百75.4%へ18:7%増加じた

が，同期聞の7-1声歳の児童をもョ婦人の地加率は9.6

%，婦人全体では 7.5%であった。48)つぎに米国では，

6歳未満の児童をもっ有配偶婦人(夫と同居)の就業率

は 1970年の30.3%から198併匹の45M百へ 14:7%増えた椛

同期間由6-17歳の児童をもっ菅配偶嫁人の増加率は

12.6%，婦人全体では 8.5%であった。46)己のように近

年最も大きな増加傾向を示しているのは，両国ともに，

就学前児童をもっ婦人の労働力参加であり，乙れは先の

年齢別女子労働力率の推移において25-34歳厨の労働力

率の上昇が最も大きかった乙とと一致l，両者に重なり

あう部分の多いことを示している。しかし一方では，ス

-173-
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図4 年齢別女子労働力率の推移(日本)
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じて機能していると考えられる。
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図8 年齢別女子労働力率の推移

(スウェーデン)-ー

図4-図8は『昭和56年版労働自省』参考資料

P 97 -100の縦十援により作成コ

ウェーヲモンと米国の聞で該当児童をもっ母親の就業率に

まだ約30%もの開きがあることも確認できるのである。

なお，スウェーデンにおいては週35時間未満の短時間

労働者の増加によって母親の労働力率の増加が生じてお

り，米国や日本では逆1C35時間以上の労働者の増加によ

る部分が比較的大きい。スウェーデンには「生後8歳に

遥まるま;e，労働時聞を4分の3に短縮することができ

る(父，母とも惇)JU -2欧米諸国白育児休業制度参

照〉という育児休業制度があり，乙れが，短時間労働者

の増加に大きく寄与しているとみられる。 ζのような母

親の労働時聞の動向にほとくに注意を払う必要がある。

なぜなが£労働時閉め動向は婦人労働K対応する保育

の側ICフレキシプルな時聞の融通性を求めるJものである

からで1ある。 、

(2) 母親の労働力安加

白 川①7就学前児童をもヲ婦人(母親)の労働力参加

J 白促進要因

日本や欧米の主要先進国において，以上のどとく就学

前児嚢をもっ婦人の労働力参加が比較的顕著な高まりを

みせている背景には，つぎの諸事項が主たる促進要因と

♂第 1の要因は，先にくりかえし指摘してきたように保

育施設の整備拡充であり， ζれI~よって就学前児童をも

っ母親の育児機能が代替され，母親が働きやすい環境が

整えられたd主である。ず1975~81 年におけるわが国の年

齢別女子労働力率変化の要因ゆ解によれば，一25-34歳の

労働力率上昇は，そのほと時どすべてが，就学前児童の

保育所在籍率の上昇効果位よるものであった。曲)また，

ill-lの表1，-12をみれば，米国.'スウェーデシの保育

施設の拡充状況と先の両国白女子労働力率の増加傾向と

はきわめで緊密な相互関係を有していることが了解され

る。、ただι，後で」みずれるrようにスウェーデνの保育施設

の拡充は行政施策とL，~確立;l，でいるのに対し，米国白

場合は保育行政が今日なお未成熟であり，いわゆる無認

可保育に依存Lτ川る部分が大きいζ とから，、両国の率

均的保育内容の質にはかなり太きな開きがあると思われ

る。 p 、U

母親の労働力参加と育児を両立させる条件整備申ひと

つとして，各国で育児休業制度が普及しつつある王とも

見落せない己とであり，第2の促進要因と考Jえ色れる

('I .-;-1-.(2))己

第 3は，、各国における男女麗周平等法制の整備であり，

乙れによろで婦人の雇用機会が拡大ι.雇用条件が改善

されつつあるが男女同ι賃金と雇用の平等の運動は'，"

1960年以降各国で活発化仏、国連;1LO....EC;...OECD 

答申国際機関てであJ加盟国政府民乙れの促進措置を要請

する文書がつぎつぎ I~採択され，日本を除ぐ主要3 か国

では 1983年までに己申法律か制定されたのである。34)

法律制定促進運動の背景には;'たとえばアぷリカの公民

権運動や婦人解放運動の圧力があり.'ECの正男女瑚等

待遇I~関する協議会指令J (1976)があり，スウェーテe

ンの国家的男女平等政策があり，その事情は各国?で違っ

ているが，との運動Eょっ主婦火の労働する権利と労働

土の差別を受けなし、権利が社会的に承認され畠ようにな

ったのであり，今後日本を含む他の国々 I~ も波及L，.い

わば地球的規模で，男女平等社会の実現にむけて徐々に

社会的施策が確立されてゆそものとみられている。小~

第41ま戸‘高学歴化民主匙ない，婦入の職業意識が高揚

ιてきた己とであるι各国の婦λは若年層ほど高学歴で

あり，学歴が高ければ高いほE労働力率も高見なるとも、

う現象が例外なく認めーられている。 63)高学歴婦人の多

くは f専門的、・技術的職業従事者」もしくはI事務従事

者Jとして働きながら，麗用機会の男女平等や育児休業

制度の普及，保育施設の拡充等にきわめ芯強い関心を示

してきた。
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第5は，近年の産業構造の変化と世界不況の労働力市

場に与えた影密である。産業構造の変化とは，近年にお

けるサービス産業の成長であり，その担い手として女子

労働力の社会的進出が要請されたのである。 1984年3

月7日付のEC統計局の発表によれば， 1982年の女子

雇用の 70.5%がサービス産業で占められているf
またオイルショック以来由世界的な経済不況は，大量の

失業者を出すなど労働市場を混乱させてきた品主婦人労

働に限っていえば，安価な労働力として女子パートタイ

マーの雇用が広くすすめられるという結果をもたらした

のである。家事・育児と就労をパートタイム勤務ιよっ

て両立させたいと考える一部の婦人にとっては，とのよ

うな労働市場の変化は好都合であったと思われる。上の

EC統計局発表によれば， • 1981年のパートタイム労働者

11:占める女性の比率は85%に遥しているという。

第6は，家庭の経済的な事情の故11:好むと好ま吉ると

にかかわらず婦人が就労せざるを得ない階層が拡大して

いるととであり，そ自大部分は離婚等による貧困母子家

庭の増加である。米国では1960年代以降母子家庭が両親

家庭の10倍の速さで増加しているが 74)そ乙では両親家

庭と反対11:，子どもの存在それ自体車九母親を労働市場

に追いやっている。また，彼女たち由なかには「福祉受

給者Jという差別的なレッテルに耐えて，子どもを自分

の手で育てているものも多く，潜在婦人労働力とみなさ

れる人がいる。帥他方「福祉受給者」のレッテルをはら

れるζとから逃れるために，子どもを放ったらかしにし

て就労する貧困共稼ぎ世帯が多数存在している。さらiζ

彼らほどに貧困を経験していないが，より高い経済的安

定性を求めて就労する母親は，一層広範囲に存在する。

さて，以上の諸事壌のほかに，母親四就労を促進する

要因として一般に出生率の低下があげられている。日〉出

生率の低下は婦人目ライフサイクルの中で育児期闘を短

縮させ，育児意識を軽減すると考えられるからである。

しかし，保育施設が盤備され，乳幼児は母親のもとで育

てられるべきとする考え方が母親自身Kとって説得力を

もたなくなれば，出生率が上昇しでも，子どもは社会的

11:保育され，母親の労働力安加の障害にはならなくなる

はずである。そ乙で，各年の母親由年齢別出生率を基礎

に，女子が一生のうちに何人の子どもを生む乙とになる

かを計算した合計特殊出生率を主要6か国についてみる

と(図9)，日本の場合は， 1974年0)2.05以後低下を

続けており，一方労働力率は先にみたとおり上昇してい

るりで，従来の説明がそりままあてはまる。しかし，他

の国々 の場合は， '6C年代後半から'70年代前半にかけての

大幅な低下の時期についてはやはり ζの説明があてはま

るが， ζζ2-3年目出生率は各国共通ιわずかながら

上昇11:転じているにもかかわらず，労働力率もまた各国

ともに上昇を続けているという現実が明らかになってき

た。すなわち，日本を除く主要5か国においては，数年

来出生率の動向11:関係なし就学前児童をもっ母親の労

働力率が上昇しつつあると考えられる。したがって，己

れらの国では，出生率の動向が単独で母親白労働力参加

に影響を及ぼす時代は既に過ぎたとみてよいのかもしれ

ない。
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'昭如"宣車販労働白書.. 診考鍵斜 P.I21 U;J慌により.~

図9 主要国の合計特殊出生率の推移

そういうわけでことでは，出生率の低下を除く 6つの

事項が男女平等窓識の世界的高まりのなかで互いに主と

なり従となって母親の労働力重量加を促進したと考える。

②今後の予測について

母親の労働力参加を促進した諸要因はおそらく将来も

機能しつづけると曹lbれるが，しかしそ由程度には各国

* 1984年3月9日付朝日新聞「西欧女性半数は職持ちJ
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のあいだで相当開きが予想され，各園田実情に応じた将 ついては， 19例年6月l'ILO勧告第 165号が示された

来予測が必要となる。というのも，スウェーデンと米国 ばかりである，'()' 勺J川、

の聞で就学前児奮をもっ婦人の労働力率の開きが1980年 育児休業は母性保護の問題以土Ie，家族の養育上の費

になお約30必あった己とを思い起己せば，このような格 任，とりわけ母親の養育あるいは母親が働くととによ4つ

差句背景はより仔細に検討され畏がき:ずあり，さらにと i τ生ずる保育の問穏長袴く的〉わって?る。働かざるを

りわけ労働力率の低い諸国Ieおドては，母親の多数派P号 、得ない事情の深い母親以外は可能な限り育児休業をとる

意識と生活，育児由実態をそ"-!国φ労働・保育政策の動 乙とができるよラiな制度を護主ている国はまだ少数であ

向とともl'明らかにする己とによっでJそれが母親をし /る。その大多数は今回の買究の対象となつだいる欧米諸

て容易に労働力に転化させうる主ラな性質のものである 国である。"、

かどうかを見定める必要があるからである。たとえば， わ、が国ちは「義務教育諸学校等の女子教育職員及び医

わが国の1983年10月現在における「婦入め就業l'関する 療施設，社会福祉施設等の看護婦，保母等の育児休業l'

世論調査J(総理府〉によれば" 20-59歳の女性の55労 関する法律Jがi975J年Ie制量まされているが，一般企業等

は，生涯を通じて最も望ましい説業スタイノレと Lて「拾 すべての勤労婦人を対象主じ徒法律・制度はなく，勤労

婚や出産で退職しても，再び働く」と答えており，f就業 l婦人福祉法第11条で「事業主は，その雇用する勤労婦人

l，長く働く」の17%を大きく引き離している(調査対 にういて，必要に応じ，育児休業(事業主が，乳児また

象3，00日人，有効回収率80%).また再就職するばあい は幼児を有する勤労婦人の申し出により，その勤労婦人

民 f35歳ぐらいからJと答えた者が40%で最あ多く，そ が育児のため一定期間休業する乙とを認める措置をいう。〉

の就労形態としては「パートタイムがよい」が半数を占 の実施，その他の育児に関する便宜の供与を行うように

めた。朋〉わが国の多数派の婦人の意識は以上のごとくで 、努めなければならない」と努力義務が定められているの

あり， f長く働くJものは「仮に出産時の休暇制度や育 み丈ある。己れに基づき労働省は広く育児休業制の普及

児施設が撃ってJいたとしても;"369百にとどまってU墨守〈を奨励しているが，その普及率は1981年現在 14.39百程度

ので，先の年齢別女子労働力率を示したM字裂の図が，である。剖〉

近い将来にはまだ完全には崩れないであろうと予測され 現在把握されている欧米諸国白育児休業制度(産前・

るcであるよ iγ ぺ ' 廷後休業を含む〉は表 2のとおりである。児童が12歳に

ζのような意味で，就学前児童をもっ有配偶婦人(失 速するまでの期間，父・母が養育に関して休業をとれる

と同居〉の就業率が1980年現在45.0%とまだ洋数を超え '.7..凸J-デンの制度は歴史も長く，また内容的にも，経

ていない米国で，今後も己れまでのよ、うな急速な増加が 済的保際の点でもきわめてきめ細かいものである。他の

続くか否かは，米国よりも低い労働力参加を示している 国々、をみても，休業期間は出産後6か月及至満3歳に遥

国々の閣できわめて注目されるところである。それは， するまでと幅広く， 1歳までとは限っていない。

将来の男女平等意識の高まり由程度と経済情勢と労働・ 乙のように 1歳未満に限らず，低年齢幼児期までは，

保育政策の改善の動向いかんに負かっていると考えられ 、可能なちば母親が家庭で過す乙とができるように制度を

るが，なかでも後にふれる保育政策の動向は，母親由労 F 考走ること，また休業の対象が母親のみならず父親も考

動力参加との相互陶係の緊密性に鑑みてt最も大きな影 慮される乙となどが，今後参考として考えるべきことで

轡力をもつも田とみられる。 、、 あろう。

(3) 産後休業，育児休業の動向 み なお，米国やカナダでは育児休業制度はなく，英国は

働く婦人が出産後可能な限り家庭にいる機会を保障す，雇用保護法により出産後29週以内であれば原識に復帰す

る考え方は，医学・保健の面がらの母性保護の考え方と 'る権利が認められている。

とも巳母子関体漣本を形成する重要な時期に母と子が 、 乙の育児休業制度はどの程度普及しているであろうか。

分離する乙となく過し，母とドての裳賓が十分化行われ 乙の点Ieついては正確な資料をあまり得る乙とができな

る乙とが必要であるとする考え方がその背景1;とある。乳 4かったが，西ドイツでは表3由ような状況がみられる。

幼児期とりわけ 1歳未満の時期は，母と子が共民連続約、戸その普及率はきわめて高く，またほぼ全員が法定の最高

な安定した養育環境にある乙とが望ましい。 ILo条約¥乙回数まで休業している己とがわかる。しかし， その期間

第 103号「母性保護」では，産前産後12週間(産後8通¥ は生後6か月までと短かい。

聞は強制的休暇期間として就業を禁止〉の休業を規定し、 令スウェーデンやソ速では，育児休業の制度が乳児期"-l

ているが，その期間を過ぎた時期のいわゆる育児休業ι 保育を減少させている男君となっているようである担A曲L
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表 2 欧米諸国自育児休業割度(産前・産後休業を含む)

国名 創設年・根拠 対象者とその要件 育児休業期間 経済的保障 備 考

1 954 -出産前 9か月の時 (11出産予定日前60日か 左記(11の場合 父親に対する

〈健康保険法) 点で，過去6か月間 ら(女子のみ) 一般両親手当として給 育児休業は

勤務しているか，ま 与の90%支給 1974年から自1)

1 978 たは過去2年間白う 121出産後270日まで白 左記121の場合 設

(育児休業法) ち1年以上勤務して うちの 180日間 一般両親手当として給

いる女子〈母)または 〈父または母〉 与白90%支給

父 (11と121あわせて最高180

-休業の間は，育児11: 目

従事するとと 信)生後 I歳半に速する 左記131の場合

まで全体することが 給付なし

できる

(父・母ともに〉

14生後8歳に逮するま 左記141の場合

で，労働時間を4分 給付なし

自311:短縮する ζ と

ができる

ス (父・母ともに

151生後8歳11:逮するま 左3日51の場合

ウ で， 180日間休業で 特別両親手当として，

きる。 90日間給与由90%，残

エ 〈父または母) る90日聞は l目37クロ (滅的1，400円

一不支縦剖

161生後12歳に達するま 左2日61の場合，一時休

で，児童が病気の時， 業の間給与の90%支給

デ 児童1人につき年間

60日以内休業できる

ン 〈父または母)

-・・・・.'ー・・・・・-...ー・・・......・ーー・・・・.....ーー...・・・・ー・.........__..‘・・・・・--...・・a・

171左記の要件にかかわ 左記171の場合

りなく，出産予定日 一般両親手当として給

前6週間，出産後6 与の90%支給

週間休業できる

(女子・母)

181出産後270日までの 左2日81の場合

うち10日間(母が休 休業の間給与の905百支
業中の父〉 給

191出産予定日前60目か 左記191の場合

ら， 11日までの50 休業の間給与の90%支
日間勤務(軽易な作 給

業〉を続けたいと申

し出， ζれが実現し

ない場合休業できる

(女子のみ〉
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国名 創設年・根拠

1 968 

ソ
(労働基本法)

連

1 977 
(労働法典〉

フ

ラ

ン

ス

¥ 

1 9 7 9 
西 (母性保護法〉

ド

J イ、

ツ、

健)'1， 

タ

7 

) 

綱野他、:欧米先進国におけ易保育動向の分析I

対象者とその要件 育児休業 期間 経済的保障

| ・女子〈母〕 111産前・産後各8週間， 1歳』ζ逮するまでの間，

I (要件は不明) ただし異常出産又は 月額35ルーブル(シベ

多子出産の場合は産 リア等は50ルーブノレ〉

後10週間就業禁止 (様〉

12~旺大生後 2歳に遥す

い るlまで休業安きる

ノ
• 100人以上を使用す (1)産前・産後を通じ，

f る企業で-， 1出産する 分娩後の6週間を含

l 固までに 1年間勤め む8週間(多子産の

ていた女子，または 場合は産後 2週間延

3歳未満の児童を養 長宅病挟があ号場合

子にして家庭で養育 は産前2週間，産後 ノ¥へ:パ

した白までに 1年間 4週間延長，とくに

勤めていた女子(母) 第3子以降申出産自

-ただし，女子(母〉 場合は，産前2週間，

Jがその権利を行使し 産後8週間延長〉就

| な川場合片父 業禁止

121出産休暇終了後最大 無給

2年間

見、‘〆

-雇用されている女子 111産前6週間は休業す 左記131白場合

る乙之ができる。 無給

121産後8週間(早産・ ただし，休業由間，税

多乎産自筋i舎は12週 等控除後四賃金相当額

間);就業禁止 、1日最高25マルクを社

A 13陸後6か月ι逮する 会保険法により支給

まで，休業マぎる。 F '{滋〉

女(子要件(母は)不文明〉は父

左記121の場合

休業手当として給与の
、

30%支給

を終了した後も 6か

月間休業できる。

、~
畠よ"

、、
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表 2つづき

国名 創設年・根拠 対象者とそ由要件 育児休業期間 経済的保障 備 考

オ (母性保護法) 母 産後1年が経過するま 無給

(要件は不明) での間休業できる ただし休業の関，失業
ス

(産前・産後休業不明) 保険が支給されるが，ト
乙れは離職した母にも

ア
支給される。

チ (労働法典) 母 最大生後2歳に速する 無給エ

コ (要件は不明) まで休業できる ただし，休業の間，第
ス

(産前・産後休業不明〉 2子以降の子l人につ 約 19，400円ロ

'‘ミ き500コルナを疾病保
キ

険法1"より支給〈※〉ア

〈労働法典) 母 最大生後3識に速する 無給

(要件は不明) まで休業できる ただし. 3歳未満の子，、
〔産前・産後休業不明〉 1人につき社会保険に

ン
より支給

哲
第1子月額 910フォリント 約5，900円

第2子月額1，010フォリント 約6，600円

第3子月額1，1007ォリント 約7，200円

(滋)

ス (労働者憲章) 雇用されている父ま 最大生後3年の期間休 無給
ベ たは母 業できるイ
ン (産前・産後休業不明)

在各国大使館資料及び労働省婦人少年局資料より作成

表 3 西ドイツにおける育児休業の状況 し乳児保育の需要は，育児休業Kよってきわめて大き

〈変動するには，制度発足後相当の年数が必要であるζ

とが予想される。
1980年 1981年〈推定〕

利用者数 294，000人 320，000人

利用率① 90% 955百

手 当支給額@ 839万マルク 840万マルク

早均休業期間③ 4 ;1)>月 4か月

① 休暇を請求し得る者のうち，実際に請求した者の
割合

② 1日1人当り平均手当支給額は，平均 1日当り策
金の約3分の 2

③ ほぽ全員が法定の最高日数(産後 8週間を含む生
後6か月〉を利用している

(在西独日本大使館資料による〉

しかし，休業中の種々の保障や就業の保障がされてい

ても，できる限り早く職1"復帰したい婦人も多くみられ

るのが実情である。また乙のような制度の対象とされな

い，非常勤や不規則な職についている婦人もきわめて多

2 乳幼児期の発遣の促進

一方，親の側よりも成長，発逮をとげようとしている

個々の乳幼児の側にたって，より望ましい適切な発達環

境を考慮しなければならないという考え方は，児童心理

学，児童学白立場から，強く主張されてきている。乳幼

児にとってより望ましい適切な発途環境という場合，実

際1"は大きく次の 2つが指摘される。

111 母親の養育

121 母親等の養育者以外による保育

保育問題を語るとき， ζ由両者はしばしば対立したも

のとしてとらえられる。しかし，今日の保育は，己の両

者を相互補完，相互協調的なものとして考えなければな

らない時期医来ていると恩われる。

111 母親の養育

今日の小児科学，児童心理学をはじめとして，野性児・
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乳児期L小児期における母子関係の重要性は共通陀指摘

され，強調されている。 ζの点で父親の重要性もま詑指

摘されつつあるが，母親の重要性白指摘からみれ!i;来

だ全くその比ではないと述刊でも過言ではない。

とくに精神分析学的に早期白母子関係のありょうが号

の後の子どもの精神発達It及ぼす影響が大定、あるという

指摘は，専問家のみならず，多くの識者1<:認識されつつ

ある。

たとえばEi'ikson，.E.、H.白発逮段階由理論血〉，、

Bowlby;Jの愛着白発速に関官る理論 1ωしは乳「児期に

おける母親乃至母親的人物の存在の重要性を認識するよ

で非常に説得力をもっている。人生のごく初期ICおける

特定の人物との安定した』連続性のある関係'を保持する

ことが，人間の成長・発遣にとって不可欠な基本的信頼

関係を形成する基盤となり，その後の社会的自立過程を

促進するとの考え方は，母親と乳幼児との情愛的関係を

ことさら重視する己ととな渇。

母親や両親による養育は，つぎのような段階をふむ。

①llE護的養育(居・食を基本とする生命の保護，

危険からの保護，生存の維持)

②保護的養育(心身の保護とともに自律，自立へ

の援助〉

③教育的養育(生活習慣のιっけ，泌要な知識の

伝授を通ιた社会的自立，人格の

形成)

①白庇護的段階は，子どもか生後会くの依存状態舟も，

次第に自立への様々な崩芽を示すζとのできる時期まで

であり，具体的には自からのカで移動し， '外界応接近し

たり，外界から回避することのできる迄の時期として考

えることができる。

ζの時期においては，生物学的には鈍護者は必ずしも

母親でなくともよいと考えられ，現に歴史的にみれば，

子どもの養育に占める母親の役割は必ずしも常1<:近代;

現代程It大きくはなかったと考えられる。しかし，普遍

的にみて.~ 'Portman， A.のいう「生駒韓jの意味67〉，

また近年比較行動学(Ethology)の分野で示されてい

る初期環境め意味にみられるよう It，種々の専門分野に

おいても母親による養育 (matern，alcare)は，乙の

ような庇護的段階にあるとくに生後早期におい主重要で

あることは，かなり確かなものとされてきている。

また，土述のよう1[;信頼するEと田できる特定の人

物の識別とそ由人民対する愛煮の形成は，乙の段階が最

も重視される。
ー

したがって，庇護的段階から保護的段階へとすすむ乳

児期Itおける実の母親，文はそれが不可能な場合は，特

定の母親1<:代わりうる火物(1人Fによる安定した養育

と子どもとの相互作用が何よりも望ましめ適切な発達環

境であるといえ唱。 手

②の保護的段階になると，、基本的には依存状態にあD

ながら，より積極的圧外界を探索じ，外界を吸収しつつ，

対人関係を拡大L;社会的自立を歩みはじめる。己申段

階では，-，'Cれまでに培われできた母親的人物との関係が

基盤にあってはじめて，安定した自立に向かう ζ とがで

きる。

己の時期はi幼児期から学童期乃菜思春期j(:<:"児童

によっては脅年期以降I~までわたるとともあり得るが，

Eの場合は幼児期に限rって考えでみたI，.'_'oι

(2) 保育の必要性"

庇護的養育の段階にあっても，子どもがやむを得ず母

親以外の人物にまる養育(保育・養護〉を受けなければ

ならないζとがあるがJ保護的養育の段摺では，次第1<:，

子ども自発達に必要なより望ましわ環境とιτ，母親，

両親以外白人々，とく、ι他の子どもたち，大人との棺互

関係が求められる。また家庭外の物理的，自然的環境も

子芯もの適応や発達に欠かすE主ができなくなる。乙の

ととは，母親による家庭養育以外四社会的，公的保育の

必要性と密接に関連じ:C'，くd るかその時期がいつ頃から望

ましいがI~;つい，':(は" '~_-S 歳前後をひとつの区切りとして

論議されることが多，~.\o\- .. _i 

しかい他方i.'乳児鋼，、幼児期Iζ母親から離れて保育

を受けな抄ればならない子ども逮も増加L、ており， ζの

ような子ども速にとっ，て，、よJり品さわしい発逮環境を積

極的に考慮しなければな品ない背景やニ』ズも強まって

いる。

いさらに，今日の核家族化，都市的生活，情報産業が巨

大化する中で，母親自身声たわが子が自分自身以外白先

人ゃをの他り環境と広4接触官るζとを求めたりJ しつ

け，生活習慣の形成などについて専門家申働きかけを求

めている背景やユーズも無視?できないも白がある。H凹11;

J，M.は， r子どもの発速にとっては，家庭のみてなし

さまざまな事物や対λ関係が初期から必要なのではない

かとP 今日の親は思うよヨになっでおり，保育所の役割

は，子どもの発速だけではなし母親を支えていくとい

う側面もある」と述べている~1，四L
ζのことは，第3の教育的養育自段階!tおいて，lより

具体的にあらわれる。教育はすべて公的な機能とは

いえないものであるにもかかわらず，現代田社会は，幼

児期Itおいても，家庭以外の教育的機能を補完l3'i; f:，tも
を促進さ埜ょうとする公的な機能として充実させていく

背景がみられる。 ピ ♂、
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以上のようにみてくると， f保育に欠ける」という言

葉は，jjE護的獲育の段階では絶対的な条件を意味するの

であるが，保護的養育，教育的養育の段階ではこれに加

えて相対的な条件が加わってくるとみる乙とができる。

今日，前項で述べた母親由就労は，絶対的な条件のひと

つであるが，むしろ母親が就労している，いないにかか

わらず，機極的な「保育Jのニーズが生じる背景も十分

に考慮しなければならない。

乙のような乳児期の発達の促進という点からみた保育

については，多くの見解があるが，こ ζでは Heinicke，

C.M.らがとくに保育をうける子どもとその家庭の精神

衛生面からみた考え方を紹介したい。彼らは，とくに保

育プログラムを評価する発達的側面1からの規準について，

次の 6つをあげている担)。

l 保育サービスを計画し評価する際には，児童の発

速にかかわるすべての面を考慮K入れること。

2 児童のために計画された経験の内容は個々自児童

の発達ユーズに最大限にかなったものであること

3 保育プログラムは児童が探求し，選択することを

促1.-，さまざまな克服の方法を発速させるもので

あるζ と

4 保育プログラムはさまざまなEつ均衡のとれた感

情白表出 喜び・怒り・誇り・悲しみ・愛情・共

感などーの発達を促進させるものであること

5 保育経験の全てが児童の課題指向を促進させるも

白である乙と

6 保育経厳の全てが過去の家庭養育環境から新しい

保育環境への心理的移行を促進させるものである

乙と

ζ 乙にも述べられているように，保育そのものが，個

個由児蜜の発達課題にそった積極的，前進的機能を十分

に併せもっている乙とが，保育へのニーズIt応える大き

なファクターである。

3 就学前教育の機会の増大

111 公的教育の普及

先Itふれた母親の養育のうち，教育的機能は幼児期に

おいても私的な分野から次第に公的な分野に拡大し，公

的な機能として位鐙づけられる面が多くなってきたの科

今日までの歴史の歩みといえる。

世界教育文化機構 (UNESCO)の諸調査や報告に限

らず，近年は経済協力開発機締(OECD)なと，社会，

経済的動向にかかわりの深い国際機関もまた，教育問題

に高い関心を寄せている。

今日の高度に産業化した社会における早期教育の必要

性と，開発途上国における生活のあらゆる部函の向上の

必要性というニーズがともに，幼児期からの教育の機会

均等をはかる方向へと強く働きかけている。

欧米先進園児限らず，広く世界における今日の就学前

期の教育の状況についてまずみてみよう括， 44，百〉。表4

は，第 1段階前教育〈即ち初等教育自前段階としての就学

前教育〉が認められる下限年齢化ついてその年齢別に該

当する国の数を調べた結果である。また表5は，第 I段

階教育即ち初等教育が開始される下限年齢についてその

年齢別に該当する国の数を調べた結果である。就学前教

育の下限年齢は 3歳が最も多く世界の国々白半数が乙れ

に該当する。下限年齢が2践と 5歳以上では， 3年以上

の差があるが，両者はともに約9%みられる。しかし，

2歳児入国が義務づけられでいるわけではなく，ごく一

部を除き乙のような早期入闘は関溌途上国民占められて

いる。即ち，特定の階層・家庭の子女が対象となってい

るほか，乙の中には多くの幼児のための保健・栄養を重

視した保育的な機能をもっ教育が含まれているととも考

表4 第1段階前教育入国年齢の下限別園数

2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 ~t 

アフリカ諸国 4 19 14 3 40 

アメ南jリtアアカメメ諸リリ国カカ
6 12 17 6 
4 10 10 4 
2 2 7 2 

アジア諸国 1 18 14 4 37 

ヨーロッパ諸国 2 22 6 2 l 33 

オセアニア諸国 2 10 6 1 19 

ソビエト連邦 I 1 

言十 1滋~11 82 I 57 16 
様12 

171 

機 1 2歳児入闘に該当する国(15か国)

アメリカ諸国 ・赤道ギニア，ガンピア，ナ

イジエリア，レユニオン

アフリカ諸国 ーグアドループ，ハイチ，マ

Jレチニーク，セントピエー

Jレ・ミケロン，チリー，フ

レンチギアナ

アジア諸国ー ー アフガニスタン

ヨーロッパ諸国 アンドラ(スペイン系)，

スペイン

オセアニア諸国 ，ニューエ， トケロアイラン

ド

滋 2 6歳児入国に該当する国(1か国〉

ヨーロッパ諸国 ーアイスランド

UNESCO fユネスコ文化統計年鑑J1982 
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表5 第1段階教育の入学年齢別国数

4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 S十

アフリカ諸国 3 24 11 1 39 

アメ北簡リアカメ諸ノリ')国カ
1 13 25 8 1 1 48 34 12 15 5 

アメカ 1 10 3 14 

アジア諸国 5 17 6 1 29 

ヨーロッパ諸国 2 20 10 33、

オセアニア諸国 3 11 14 

ソビエト連邦 1 l 

計
議 l ヨ
2 26 97 36 3 164 

誕祭 1 4歳児入学に該当する国 (2か国)

アメリカ諸国、…ータ-1・カイコスアイラ Y

ド

ヨーロッパ諸国 ジブラJレタル

※ 2 8歳児人学IC該当する国

アフリカ諸国ー ・チャド

アメリカ諸国ーー プヱルトリヲ

アジア諸国 u …日モンゴノレi

UNESCO rユネスコ文化統計年鑑J1982 . 
、、τト

慮する必要がある。また初等教育開始年齢が低い国の多

くは開発途上国民みられる。一方開始年齢が比較的高い
く r、

7歳としている国の中には北欧(スカメンジナピア)や，

東欧の国々が多い。

今回研究の対象としている欧米先進国は，年齢的には

決して早期からの教育を機会均等母方向と結びつけてい i

るわけではない。乙れらの国々に限っていえばむしろ，

①義務教育化や就国率を高める乙と，並びに②さまざま

な環境的，個性的相遣をもっ幼児にあわせた教育の内容

を考慮すること，が重視されている。

ω就学前教育の重点

まず，①についてみると，欧米諸国では， 5歳あるい

は就学前1年の就園率がほぼ 100%となっている国はベ

ルギー，フラ'ンス， )レーマムア，オランダ;イギリス f義

務教育)，スウェーヂン，デンマークであり，西ドイツ，

ポーランド，チェコスロパキア，ブルガリアでは 10日必

を目標とした計画をすすめている。13，四，詰j米固にお

いでI丸;就圏巨関する施策は各州によって異なる。

現在事実上の就掴年齢の引き下げを考慮している国と

してはスウェーデン，西ドイツの例をあげる乙とができ

る。スウェーデンにおいては， 4歳以上の働く母親をも

っ幼児・障害などハンディキャップをもっ幼児らならび

11: 6歳以上のすべての幼児は 100%就圏する乙ととなっ

ている。西ドイツにおいてみられる就国年齢の引き下げ

は，初等教育との連続性を考慮して5歳児かちの義務教

育が考慮されており，己のための実験的試行もなされた

舟む様々な議識の中で，まだ結論をみてはいないようで

ある。いずれにLでお，西ドイツにおいては，乳幼児の

保育と教育は現在におし主て晶脅少年家庭保健省の所管の

下にすすめBれている@

②白点では，とくにOECDの就学前教育11:関する調

査研究を通じてみていきたい。.

近年 OECD教育研究澗新センター (Centerfor 

Educational :Research_-and lnnovat:ion略称CERI)

は，就学前児童の保育と教育に関する研究報告替をつぎ

つぎと発表している 12・18)。 乙白うち 5大研究プロジ

ェデトの報告は欧米諸国の幼児教育と保育の動向を知る

上で貴重なも由である 15)0 CER 1の推進したプロジェ

夕、トは._，5か国を対象としており，オーストラリアにお

ける PSCPプロジェクト以外のものは，西ドイツにおけ

るDJIプロジ正夕刊 rオ'ランダにおげるGEONプロ

ジェクト，スウェーデンにおけるVASTMANLAND

プロぞエ~J ，.米国における PDCプロジェクトとすべ
ぞ欧米諸国白色のである。 ζれまでの報告の中で特筆さ

れることは，、つぎの3つの点である。

号の第iは教育陪おける積極的な識別 (discrimina-

tion)である。 discriminationは差別の意でもある料

、差別射冷用語は，不公平・不平等の意味で用わられる

よとが多心。しかし，己己で意味するとζろのものは，

個々の児童の適性，能力，個性を尊重し.個々の児童の

そのような特性を識別するζ とである。敢えて定義する

ならば，平等・公平を意図した差別といってもよい。

ζれを通じで，ひ‘とりひとりの幼児の特性を識別L，
それを重視した個別教育由実践を試みている。中でもオ

ランダのプ白ジェクトでは，幼児四個性を尊援して集団

教育よりも個別教育を重視した試みをすすめ，スウェー

デン，米国では，個々の幼児の家庭の経済・社会・文化

的に不利な条件を考慮し.また心身のハンディキャップ

を考慮した教育を試みようとしている。と互に心身11:障

害去もつ幼児応対する教育は，わが国においてあ特殊教

育の分野で既に幅広く行われ，また障害児保育も行われ

ているが，個々の児童の条件を重視するという視点の重

要性はなお強調されてよい京であろう。

第 2は.両親や地域を教育の対象として考去る，と、い

うζとであιJとくに教師が両親や，家庭・地域1への援

助者としての役割をもっととが重視されている。しかし，

全体的には両親の意見や意思決定が公教育の側に反映す
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表 8 特別教育サービス白試み

内
品

廿

カリフオノレニア州|州及び地方負担による児童養育，児童開発，親の容加，親教育等プログラム。プ

ログラムの対象は 0-4歳児。容加者は指針に応じ認可された者 例，連邦被選挙権

者，移住労働者，十代田両親，不利，障害のある者。教員は免許文は推せん状所持者。

親の参加がとくに強調されている。

コ ロ ラ ド州|障害のある児童由ためのプログラム及び地方公立学校プログラム。 1980年において，

対象者 1，072名， 0-4歳児。

コロンピア特別区|各年12月 1 固までに 4歳となった幼児由35~百の居住児が幼稚園前段階プログラムK参加。
連邦16%，州が84%各負担。

メ イ ン 州|数地方でプログラムを実施。教員は文学士の資格が必要。

メリーランド州 lつぎのような規準に該当する 4歳児を対象とする一一スクリーニングにおいて不利なあ

るいは低いスコアを示した児童。

ミ ネ ソ タ 州 I0-3歳児のうち 1%以下の乳幼児K対する州及び地方負担によるプログラム。

ミ ズー リ 州|数地方で 1-4歳児のためのつぎのような革新的教育プログラムを提供している

例.FergusIJn-Florrisants土曜学校. Affton' s 00胎ch早期児童センター. Inde'-
pendence' s REA CHフ・ログラム。

ニューヨーク州 i低所得あるいは不利な環境にある幼児の約10%が州 (89%負担)及び地方 01必負担〉

の財政によるプロジェクトのサービスを受けている。教員は学士の資格をもっ。

ノースカロライナ州| カンパランド区で17のパイロット幼稚翻前教育センターで 200名の4歳児がサービスを

受けている。いくつか白高等学校家政科において開発センターを運営し，約 600名の 3，

4歳児がサービスを受けている。

オクラホマ州 I10の学校区がすべての 4歳児1<:対するプログラムを実施。

ペンシルパニア州 I4歳児幼稚園数か所

ロードアイランド州 I3，4歳児のための幼稚園を提供。

サウスカロライナ州 I4歳児まで由連邦，地方負担によるプログラム，州認可の 3，4歳児のための開発センタ

及び学校方式の親教育プログラム (0-6歳児をもっ親を対象)がある。

テ ネ シ ー州 I3，4歳児の 1%以下の幼児がまず連邦プロジェクトのサービスを受けている。

ウイスコンシン州|教育の機会を奪われている(確立された規準から外れている) 3，4歳児がサービスを受

I I けている。

Robinson， S. L.“Edncational opportunities for your篭 childrenin America: A state -by -state 
analysis~' 

childhood Education 59 -. P. 42 -45. 1982より作成
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るという一方の測簡はまだ尊重されていないようすある。

ζの両親D教育という点は，既述のよろに教育的養育

D機能という私的な教育と密接1"結びついており.保育

の分野ときわめで蘭連性が強い課題である。

/第3は，純粋に学校教育1"関連するも白であるが，就

学前教育と1初等教育との協同.連携である。各国めプロ

ジェクトを通じ，就学前教育(幼稚園 etc)と小学校と

の協調のあり方が関われている。

以上のF点について，保育の視点から若干補足したい。

第 1白積極的な識別教育という面では，米国のプロジ

ェクト・ヘッドヌタートがっと IL有名である。開始以来

約20年を経過Lたζのプロジzクト 1"ついては.ぞの後

の効果について種々論議されている。ざiざまな入種・

民族をかかえ，また多くの経済的，文化的に恵まれない

入なをかかえている米園地むとくに就学前から乙のよう

おハンダィキャップをもっ幼児を対象とLた補償教育を

行う Eとにキつ七社会改革をはか右うと1:~一六プロジ

ェタトは. 15.周年を迎えた1980年までに 750万人四幼児

がこれによ主教育を受けたとい和れる苅L当初そのプロ

クヲムは. 4.5歳児Dみを対象とじたきわめて限られた

時間と肉容の教育，保育であったが，次第に年齢範囲を

ょっFに広げ，またその対象吾幼児の両親t家庭そしτ地

域にま、で広け'てきている。さらには，そC後IJ.{フォロ?・

l 保育の態様

ν保育1"関すz，定義は必ずじも定まってはいない。母親

以外の保育者による養育をtべて保育とする考え方，あ

るいは国際迎合の定義「児童が家庭にお砂る正常なケア

ーを補完すべき環境にある時'.t:.日中のある部分児童を

そ白家庭から離しで炉、アーするえめに組織されたサービ

スリ田)φまうに児童<1.>;自宅内での母親以外による養育

乃至親族による養育を除外する厳密なものもある。

~ε乙ごでは，母親・父親以外白書釘Eよる獲育舟羽われな

りればならなP状況I.e:1はある由主餐育裁務と金〈無関係

とはいえない親族院事る養育を除いた他人1"よる養育に

焦点をおいてみていきたい。

保育の態橡はつぎのように分かれる。

① 自宅内保育

.1 ベビー!Y'Yター

11 保育ママ

@ 自宅外保育

一 l 家庭的保育可昼間保母保育ママ等):i'， ~-: 

H 施設保育、 υ

保育者の資格，保母iとlして白詳・認可の条件が金王;な

いしfわゆるベビー・1;'1，ノザー〈子守り)による保育は諸

外国比おいてはまだ相当ヲみうけら、れるJιれが何らかの

ス/V7・プロジzクトへの拡ヨーなど， ζの一太プロジ4 資格などφ要件が付せられた保育マォ等保育者による保

クト';1:また継続中で売り，息の長川プロセスを歩んでい 育1"なると，児童の自宅内よりも，自宅外の保育が中心

る。 ζれに注ぐ連邦政府予算は. 1982年度は 91.200方ド となってくる。しかも施設における集団保育よりも家庭

ノレに速し，逐年増加がみられたが.1983年度は同額の ι預って保育するいわゆる家庭的保育の占め争寄恰湖南

91.200万杓レ1"とと津¥'?:r.::t.)晶 46L 、 コい。1 さらにJ数十人乃至数百人の乳幼児グループを lか

1 号の祭過と ζれますでの分析や考察は Zigler.ED & 所1"預か軒保育するいわゆる集団保育，施設保育になる

yaJe!itine'. J_編「アロジiクトゐヘッド・スタート と，無認可・無資格のものから，制度上確かな基盤のも

貧困との戦争の遺産J(直訳11E詳しい。 82).r世界の功 どに専門保育者時よる保育・教育が行われているものま

児教育J第8巻，今村合子ふ岡田iE章編「アメリカJの でその内容は多様になる。:'，~ 
中でj福祉的視野か男崩発トヂヘッドスタート帝国が. 1:.のよ告な態様の中で，わが国の特徴をみると，制度

その後教育的視野からのフ宅用ー・3Jレー計画へと分化 的Kは，施設保育γJ集団保育を基本的な住とじィており，

した背景，即ち福祉戸教育<1.)エ節制欄司について概述し 昼間里親など家庭的保育の制度は，国のレベルでは有名

古い号器:)0 .".. 無実であるといってもよい。地方自治体では，、家庭福祉

このほか，米固において 5歳児仰の乳幼児を対象 員，家庭保育福祉員，家庭保育，家庭託児院醐醜!

とする教育計画についてはよR.obinson.S . L"' ;が各 赤ちゃ泌ホーム，ベピーセンターなどの名称で，家庭的

州の状況をまとめている61L とのうちとくに幅広い教 保育を制度化しているところがあ、るが，とれについては

育をすすめている例として表6のとおり15州のものを示 いず代官国は制度的1"保育施設と Lて認めていない。欧

している。 ζの内容をみるιr教育という名称ではある 米諸国につれてモの実情をあらためてみτいく。

が. 0歳-4歳までを対象とした，保育の機能が相当含 2 欧米先進国の実情

まれていることがわかる。

E 保育の態様とその課題

{日米国 ' 

米軍21Eおける保育行政は，従来保健教育福祉賓が所管

していた地主レーガン政権以後教育省が分離独立じた。
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米国では， 3歳未満児1<:対しては，公的には家庭的保育

のみが原則として認められている。保育家庭(Family 

Day Care Home)がそれである。 3歳以上の幼児に対

しては，家庭的保育のほか，保育センターなど白施設保

育，集団保育がある。しかし，制度的，公的な保育の割

合は非常に低い。表7にみるとおり，米国においては公

的な保育に占める家庭的保育の割合は伝統的に高い。保

育家庭については， 1971年の段階で既1048州で許認可制

がとられでおり46)，通例は保育ママが自分の子どもを含

めて 6人以下の児震を定期的に保育する体制がとられて

いる。保育家庭の最近白状況は表8のとおりである。表

?と比較しても，認可された保育家庭は近年あまり増加

表7 米固における認可された保育セシター，保育

家庭数の推移

保育センター 保育家庭 3十

年 か所 か所 か所

1967 10，400 24，300 34，700 

1970 16，700 40，700 57，400 

19.71 18，400 55，400 73，800 

1972 20，319 60，967 81，286 

1975， 28，962 86，977 115，939 

“Child Care 1977， Data副首dMaterials" 

表 9 米国における保育状況(1 9 7 5年)

表8 米国における保育家庭の状況(1977/1978年〉

保育家庭数 児 重 数

か所 人

総 数 1.827，500 5，214，500 
無認可家庭 1，753，750 4，910，500 
認 可 家 庭 73，750 

個人立 43，750 

団体立 30，000 

u . S. Dept 01 Healh and Hmnan 
Services“National Day Care Home 
Study" 1981 

304，000 

175，000 

129，000 

していない乙とがわかる。表9はすべての保育の態様に

ついてみた1975年の状況であり，私的な保育で捕われて

いる実情，しかも 7割以上は家庭的保育によって行われ

ているという態様がみられる。また，ヘッド・スタート

などの発達促進的，教育的機能をもっ保育は全体からみ

れば，まだきわめて稀少であることがわかる。乙のほh

保育ママ単独ではなし親族，友人隣人，知人などの

協力による保育あるいは，働く母親が交替て保育を行う

いわゆる共同保育 (CooperativeDay Care Pro-

gram) などが試みられでいるようである均九全米的に

はまだごく小規棋のようである。庄司は，米国における

週刊時間以上田保育児 過30時間以上の保育児

。-5歳保育児

人
自宅内家庭的保育 1，825.000 

親 族 977，000 

非 親 族 848，000 

自宅外家庭的保育 2，855，000 

親 族 1.508，000 

. ~民 親 族 1，348，000 

就学前保育事業 1.020，000 

保 育 施設 958，000 

保育センター 531，000 

ベッド・スタート 13，000 

官十 6，182，000 

親族には，親，きょうだいを含まない。

U.S. Dept.of Health. Education and Welfare" 
National Child Care Consumer study" 1975 

構成比

% 

30 

16 

14 

46 

24 

22 

24 

15 

9 。
100 

一186-

。-5歳保育児 構成比

人 9百
6，983，000 23 

4，292，000 14 

2，691.000 9 

13，927，000 47 

6，340，000 21 

7，587，000 26 

8，884，000 30 

4，931，000 17 

3，953，000 13 

29，794，000 100 
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保育産業IrついてケンタVギ>""; _;，ラ1>Kc，チル甘レ，~

出称ι，わが国におけるべ}j'.-'::-ィレホテルに似花実態厄忘

れで川認が印}乙れらの実情を背索とも主米国'"詰砂る

公的保育止に庇施設保育を強化Lょ9<己す$ニーズは非

常に強いちのがある。じ>，.ノル 九 ¥'1

ー1'980年代ι代。.連邦政府ゐ施設深育;'(保育毛出夕、一}

の整備はすすんだがぶ 1984年に入り福祉絢度見盤仏Gb.J:..

2曹として，:;lン〉ーガジ太統領は.J国の保障基準を廃止lド

運営を州に任せる方針を主治た在やめれる引コ . ::_，-_ ~ 

，ω スウ与~.;デンょ、日，<fl9 ;';'i; !:: ~-)b; ¥ i五〉山

スウェーダンlま，ト今回総合的以， >また積極的な福祉の

理念由もとで，統合化されたー貫性のある保育を行って

いる国主ιてつ'elr知られて灼る。:1973年Icf就学前学

校り海蛍惇関す骨法律J:が制定されぷ仕事75年7 月1が i5;~，

保育所，i幼稚園の活動はが壬の l回陀おけ冨保育時間の

長短を問わず官~-:C就学前学校(Fõr.sko1ä):'Ø活動とじ

て統合される己ととなづた今、さら応;d982年 I~Iま司社会

ホサiピスr法J'.ii'施行さね/，:~;C:ボ;b就学前車J幼児ゐ保育・

教育が総合的指福祉政策むさ4環ιμ老位置ざけが寄与応

明瞭にな勺だ却，持SL:必だがらで就学前学校血ほか引j;

目50時間以上保育する保育所(Daghem).1日3時間程

度保育す者幼稚園1，(J:)，llidsheiri弘法た保育τャ必よる

保育がな寄れる家庭保育所(貯Ami月e尚d閣がいもす4τ;
就学前保育t守教育白?環占しで体系づ砂られておりピ誌

の所管は祉会省となそう芝山る 6 ，叱 ~ -; ".j!γ"引

就学前学校 (Fdrskdl心に統合される以前ω推移ほ

泰切のとおりであり.. 196Q年ぶ比較;yo:5'e.'J日保育所

CPMMin)は約10倍';I日幼稚園'.(Deliidisgrapp)"は約

3:倍川家庭保育所:(FamiIjeda，宮地ffi)yは約21借であるる

ム~".ト川 λ1'，_，' ~ ， ; ;:; l: ，い}'~i~:' C'い"，'，:，

表 10 スウェーデンにおける保育児童数の推移〆、ィ l了

町、千三ょ凶弾国何百戸医院係者対縄問i!

! :J年 ノ七| ぷ人 :A、1:': 'A 

'4.00Q:'1，‘ 2;400 

8.000 Iい，:3.000、

32.000 l' -6;500 

67.30日 1 23.500 

85.800 1 35.000 
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1979年ロ月末日現在の状況は表11及び1-2の主おりであり，

施設保育在家庭的保育の割合ば1960年の'4:':: '1からほぼ

1，' .:: r:I~近ヴ吉正否つお者4野中家庭保育所ぽ，民家庭16'4:'，
人以内の保育児を預q正保育する制度?でありjJ奇目ほ就

学前学校φ体系車窓がE位置ぜけらね疋宿泊心訟費でまか

なおれh渇ιぶ官民/>~鞘ヤヤ怯iPとり幼時尚ゐ窃修義
務ì，1<5'民叩E新G'~必縦ぬ醐在検証泌を問あ
邑れている長数家庭o保育フ安司It出る共同保育Jあ;;;，しろ

は保育所《家庭保育児@親との協力なぜ:\:1*手班長~.._~.v 
ÃTムが種々試行されで沿る長!最近の調査TU" J:;，~r 乙由主

?{).1.よ公認保育軍マ、以外め家庭的保育も主主だ多く-iA家庭保

育所以外ι虫:;;保育長引E預17られ7古山る乳幼児は約阜

万人にのぼっている。と白ような家庭的保育Irうめτ』立与

保守的政党は若の充実是図)l;'oeしτいるがρ進歩的政

党は乙れに反対の意向が強いようである冊。

なお，スウーぶり悩泌を伝，"':-7設かも1滅私
児童貴放課後保育する学童保育も，存れらφ保育の一環

として制度化されているシー 1 

i : :1: ~:.;.\刊誌 1..':. ム Jυ{ゴム

表 11一保育施設数友ぴ定頁
八 六刊 い (19i9単位月 31日現在):

i二sH'，i がい絡会j教 I~生 活Hl

ベ1*育所.1へ 3.?~そり噺1

m:';;稗園己I~~ ，3.，94ぶ
詩碑占12患平f，:I~'~': ~_:'1~f505 
i竺奪:保育〆煎

f15，5)4カ噺
手守←--+.いH

日山!75，6l9or.f 

109，526 
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(3) 西ドイツ

西ドイツにおける保育は幼児教育も含め背少年家庭保

健省が所管しているが，各州の独自の運営1<:任されてい

る面が多い。保育の態織としては，施設保育・教育とし

て，保育所(Kinderkrippe)*!幼稚園(臨時rgar附マ
統合幼稚園 (Derintergrierte Kindergar胎ω叫があ

り，家庭的保育として，昼間島親 (Tagesmutter)叫が

ある。保育所，幼稚園への入所条件はとくにないが，定

員を超過した場合には母親が就労している場合が優先さ

れる。保育所は乳児保育所，低年齢保育所1<:分けられて

いる場合，また学童児までの全年齢を対象とした児童保

育センター均九乙れらを包括して運営している場合など

さまざまである。

表13にみるとおり，保育所の設置数，保育児童はきわ

褒 13 西ドイツ1<:おける施設保育の状況

保 育 所 幼 稚園

設置 数 定 員 設置数 定 員

か所 人 か所 人

1974 719 26.276 21.341 1.435.900 

1975 829 24.251 23.130 1.478.900 

1979 1.000 26.772 23.916 1.390.700 

1980 995 26.104 24.011 1.393.700 

在西ドイツ日本大渡館資料

めて少なし全国的には乳幼児人口が減少する傾向の中

で， 3歳以上の幼児白ため白施設保育は，保育ニーズの

増大ばかりではなく，幼児教育への関心の高まりの中で

近年再び増加しつつあるようである話，訓。

家庭的保育のうち，連邦政府がモデル・プロジェクト

として1974年から開始したものが昼間里親制度である。

11のモデル・プロジェクトとして出発した乙の制度は，

現在推定約3万人が登録するまでになっている。昼間里

親は母親が就湯Lている乳幼児2人程度を日中家庭で預

ホ 1 0-3歳未満児を対象とする。

* 2 3歳~就学前(6歳〉を対象とする。

* 3 健常児と障害児による統合保育・教育を行う。

ホ 4 働く母親の乳幼児を家庭で預かり保育する。

かり保育する。謝礼は 1人につき月 250マルク乃至450

マルクであり，州〈青少年局〉によっては，子どもを預

ける親1<:補助金を支給していると ζろもある。連邦政府

は保育ママの研修及び広報活動助成のため国費を計上し

ている。 1979年のNierman，M.N.らの報告によれ』孟

乙の制度目効果は良好であり，昼間里親によって保育さ

れた児童は，職業をもたない母親の児童と比較しでも優

るとも劣らない発達を示している，との報告もある35.4~)
なお， ζのほか保育者や親たちの協力1<:より子どもの

庖 (Kinderladen)，親と子のグループ (Eltern-Kind 

Gruppen)などの自主的な保育が行われている。

(4) フランス

フランスにおいては2歳未満の乳幼児1<:関しては保健

家庭省tA2ij紗1上4幼児J<:関しては公教育省がそれぞれ保

育行政を所管している。したがってこの年齢以上であれ

ば保育に欠ける幼児であってもすべて教育を主眼とする

母親学校 (ecolematernelle)に通う ζとができる。

2歳未満の乳幼児の保育白態様では，施設保育による

託児所(creclωの他は，家庭託児所(crechefamiliaD* ， 

乳母 (nourice)叫など家庭的保育によって行なわれて

いる。

実際には2歳以上の幼児についても， ζの他1<:保健家

庭省の所管による各種の保育施設がある。保育・幼稚園

(garderie・jardindenfan胎)ペ一時保育園(halte-

gardenZYなどである。 1970年代におけるそれぞれの設

置数，児童数の推移をみたも白が衰 14である。保育・

幼児圏の役割が教育を除いている点であいまいさb渡り，

Eの施設が減少傾向を示しているほかは，いずれも保育

ニーズにあわせて増加が著しいζ とがわかる。しかも託

児所のうち家庭的保育白占める割合が若干高くなってき

ている。

しかし，表15にみるように，働く母親をもっ乳幼児の

保育全体でみると，古い歴史をもっ伝統的な乳母による

「里子制J0)利用度はきわめて高い。また，自宅内保育

や近所1<:預けている割合なども非常に高<.フランスに

おいても制度以外による保育の態様がいかにウエイトを

* 5 家庭託児所は，県・市町村・私人などが設置し， 自分の家庭1<:預かつて保育する保母 (gardienne)，
保育ママ Cassistantemate口lelles)を組織・指導する。

* 6 保育・幼児闘は 3最から6歳までの幼況を保育する。

* 7 一時保育園は生後3か月から 5歳まで(何故6歳まででないかは不明〉の乳幼児を日中田限られた時間

保育する。

-188-



綱野他 :ω欧米先進国におげる保育動'向の分析I

、、

|託 児 所 保育・幼児園 一時保脊圏:'(ご | 家庭託児所合、三

、設置数 児童 数 |設置数ノ 児童数 設置数 児童数 |設置数 保 母 数 児童数
，、，'，

ぜ年 か所 h 、}仁 か所 人か所 人 か所 人 人

1973 
戸 3472•• 飽0840 

、J ¥ I "日
9.650 

1974 ...  〆 P
・.、. 、

、、
・.. 12.121 

1975 飽3 47.063 4ω '18.497 c ...、，‘ 343 14.402 21.856、

1976 1.016 50.759 368 17.258 937 387 げ.107 • 25.910 

1977 1.132 56.750 、J に担3 ，人17.170 1.027 431 19.090 29.123. ; 

1978 1.214 60.998 350 15.598 1.111 484 20.342、 31.872 

‘一‘ー‘i 
、、'‘ 在フランス日本大使館資料

における保育、の状況

は不明

児童白年齢は 0-3歳

表 14

イ・グループ CPlayoGroup)，チャイ、 Jレド処..-，イ Jン

ダー Cchild.Minder)田3つ白態様てすすめられている。

既にふれてきたよう比， Bowlby， J.の見解をはじめ，

英国におい宗は， ι乳幼児は家庭I~おいて母親のもとで育

てられるべき，という考え方は伝統的に根強い。施設保

育とくに公立保育所に関する歴史をたと、ってふてt>，社

会的H':.~:行政的 I~厚遇されてきた経過を殆トむをみる記と
がでぎだい。約10年前の1974年の保健社会保障省自資料

せみでも「大ロシドン地区の保育所入所見の該当辱齢人

口反対する比率はわずか 2.7%であっ記。近年お英国誌

Chil<i Educaiionの資料をみ石と， 3歳"，，'旨歳!の年長

幼児の比率!ζ隈fつでも，また幼児教育施設で品る片空サ

ー・スクーノレ等を含めても約159百程度である。表16にみ

るとおり，働く母親の子どもの保育ユーズへの対応は不

十分な状況にあるζ とがわかる。

その一方，保育ニーズの増大に対応してきたもの1ち
私立保育施設としてのプレイ・グループ*と家庭的停育

として由チャイノレド・マインダーである。 '1960年代Ir:入i

り普及しはじめたプレイ・グループは，全イングランド

で1977年約 14，000か所あり，保育・幼児教育を受けでい

tる幼児 (2"'::'¥5歳)の数は約40万人といわれている。同

じ時期・同じく全イングランドで保育所由数は 68幼泊所，

定員 22，385人(現員 28.919人)とUう少なさJである47L

1968年から制度として強化されたチ fヤイルド・マイシダ

ーは，登録制をとり，報酬を受けて就学前白乳幼児を 1• 

目2時間以上家庭ι預かり保育するものである。 1977年

の時点でイングランドにおける登録チャイルド・マイジ

、

児歳、3
 

0
 

つに
もーを親母b

e

、VB
J

働
年

一
日
間

お
〈

に
態

ス
形

ン
育

局
ノ
伺
跡
円

、
フ
の

設 保《仏母j数、現刻ω児数施 施設数 ，~胡

昼託児間所1襲喜見児書書
883 

《 • 42，080 5.2 
" ‘'. 

284 12;121 19，496 2.4 

l' 1.167 1 61，576 7.6 

公認乳母 216，031 に369;051 46.0 

保育所 191 6，699 0.8 

幼稚園 218 
、

11，798 1.4 

|小計 409 18，497 2.2 

自宅+近所の家 350，876 43，8 
+母親学校

、

言十 800，000 100 
J 

表 15

手塚武彦〈編)r世界の幼児教育 '."9フランスJi983

占めかるかがわかる田，問。

(5) 英国

英国における保育は，わが国と開じく保健社会保障省)

の所管のもと，制度上は保育所 CDayNursery)，プレ

日中数時間，就学前幼児を預かり集団保育する。7
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ダーは. 33.000人，登録していないチャイルド・マイシ

ダーはその 3倍の10万人以上を数えるといわれている47J

表 16英国における5歳未満児の保育の状況(1979年)

J 母親の就労状況

7"ノ・ ハーフよ
全体

タイム タイム 無し

% % % 9唇

保プレー育ィ グ所ループ・ 25 39 27 29 

等ナーのス幼リ児ー教・ス育タ施ー設Jレ 19 15 11 12 

チャシ;Jレド・マインダー 5 2 1 

家 族 14 2 

別世帯の親族 38 17 6 

友入・近所の人等 3 I . 8 3 

無 し 16 31 61 52 

在英国日本大使館資料

(6) ソ連

ソ速においては，従来保育所(宛CJlH)* 1. 幼 稚 園

(且eTCKHa，_ca，)1)場2とに分かれていたが'. 195il'年以来

乙れを統合した保育・幼稚園(匁CJlH-Ca心が設けられ

るようになり，現在教育省出所管の下にとの 3つの集団

保育施設が併存している。いずれにしても. 3歳以上の

表 17 ソ迎iとおける保育・幼児教育の状況

I 1 940 
年

1 950 
年

幼児に対しては保育と教育は区分されず完全に一体とな

って行われている。表17にみるとおり，保育・幼稚園の

増加が著しし全体の 7害1)以上を占めるK至っている。

ソ速では，制度上は家庭的保育が行われていない。集団

保育由理念は，体制的Iζ確聞としたものがあり，幼少期

からの集団保育の実践の歴史は，世界的にも注目されて

きたわけであるが， しかし，乳児期の集団保育は今日限

られてきており，むしろ母親による家庭養育も保障され

てきている乙とは前項でふれたとおりである。

IV 保育行政の課題

1 保育行政の動向と標題

(1) 保育行政自動向

今日，先進国，開発途上国を問わず，政府の保育行財

政IC対する関心は高く，保育問題が行政方針の中に組み

込まれる仰は過去民類をみない程IC多い。開発途上国に

おいて，幼児教育の下限年齢や初等教育開始年齢が低い

ζとは，既に保育ニーズの項でふれたとおりである舟え

保育に関しては，欧米先進国やわが国のように制度的巨

体系づけられ，公的保育が普及している国々はまだ限ら

れている。し;かし，乳幼児期からの保健，栄餐，社会生

活力の増進・向上を目的としてとれらを公的保育の一環

としてすすめている国は多く，母子保健行政とのかかわ

りも深い。

こζでは，本研究の対象である欧米先進国に焦点をあ

(単位 1000 ) 

年
1 970 年 1 975 年 1 9 7 7 年1 96 0 

か所 か所 か所 か所 か所 か所
施 d

保幼 育 所 22.0 19.6 27.0 19.6 15.8 14.0 

設
稚、園 24.0 25.6 37.4 35.4 34.1 33.0 

保有・幼稚園 6.2 47.7 65.3 73.1 
数 2十 46.0 45.2 70.6 102. 7 115.2 120.1 

保 稚育所
781 人

人 人 人 人 人
児 619 1，313 1.181 1.053 977. 

'重
イ幼、 J 園 1.172 1，169 2.756 2.791 2，591 2，496 

、
保育・幼稚園 359 5，309 7，879 9，199 

数
l 「 E十 1.953 1，788 4.428 9，281 11，523 I 12.672 

、，、 J 

川野辺敏〈編)r世界の幼児教育3.ソビエト・東欧J1983 

権 1 生後2か月から 3歳になるまでの乳幼児を保育する。

* 2 3歳から就学前田7歳まで白幼児を保育・教育する。
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て，て"多くの国々が高ぶ関心甚示じてドる保育行財政由

中がEみつιくに今後のわが国のあり方を考えるも際化戸参考、

とすべき、点m焦点1をiぁ、てrでみたい。，、>_':'~i 、，、~ ，~~';: 

円毛0.):第一ほ，.，~.保育の電重機場ぁ一る。 i各国の実情Iピウ〆いて

はU既1<:詳じくよるれた、よヲ"ρ各国ともその歴史的経緯

をおと家庭的保育12重点がおか托今一日せは吋溜程

1<:集薗保育・施設保育め比童話~æ'倒的1<:高<'おーがせ保育
制度を整晶、;X，:実施しでわる国ば東欧諸扇ib:;'蔀吾除げば

き‘がめぞ少ない。>C，れは単t己保育財政上:，'::>~:lfi/::トゐ低減

を図るむどに重さを着fiで実施じているァとがぞほtj)~~:~ 、
保育方針も古河その重要な背景となっゼド.5~， 、ρヘミA

集団保育・施設保育壱行政上重視Lでい者固と七てはて

東欧圏中でもゾ速があり〉また北欧圏中でも叉ずよ'_ヂ

ンがある)わが国£類似iょた政治討背景，体制を考え豆、

ならば，スヴよーデン白事情がよ'9:参考になるてあろち。

ス'ウェ←ヂ，ンについて怯，以》下の保育申柔軟性，守保育と

教育との関連色メ並びピ保育への両親のtかか弱り'1'つい
ても，参考となる面が多々あ者。'，¥¥.，む J

.第(2)R::~ べ保育り柔軟性についであげなければならない。

ぞ料は保育所へのズ所要件及び保育時間についτ、と+くと1<:

指摘ちきる主十と宅ある。t わが国"おいでは，保育所λ所

の要祥か厳密化定められている杭欧米諸国の実情をみ

る'と，uぞ由要件は無いか，、有っ'でも緩やかな邑の冶渉い6

米国でi込仁特別の施策を除いて要件が定められでいな似

のがii!i例である岨L酋ドイ、::!ICおいでもよ所要件は無心

定員を超過す石場合 11: ~~7:母親が就労じているかどう五かが

考慮きれでいる、492二 、 "、

iフラ Yえではい母親学校 (eooleniateui.lleiは保育

ど教育，とが統合ざすもτおり， '公教育の一環である白河?入

所要件か無いのは書号室ゐでもない地主吋j歳未満児のため

の託児所2Ca続協')¥1.:;つい宅も入所要件の定めはない。、

l与がじ法律止は，i:f託児所、は母親が働約定いる間日中児

童を保育食器己とも目的と官でる。j止、いう規定がある叩L
英国では，'-;設置数の限られた保育所への需要が高く，単

続家庭t母親恒病気"家庭環境が児童の成長IC惑引影響

を及ぼ苧場合ぃ障害がある場合などが入所要件さじで定

められている 47)~: ( 

山吉ぎに保育時間壱みでも，レわが国のようJc1"8'8時聞

を原員IJとする国は珍しい。き可冶つめで短時間かか!ら長時悶"

また週託など保育ニ-主

ると~，\'つ τよ bい、uる一般Iκζは半白及ひ，金日、(終日》ドJφ区分

か宣愚畳も多0川転制芯舟主 4ギリ 5久え由占ラlに， r 1目2時間以土j 白

ような定拍方，あるドは米国のように「週10時間以上，

遇30時間以土子のような区分をじている担lもみられる。

以上自点からみて，わが国の保育行政は個々の保育ニ

ーヌまりも昔前l度上rの速営がき必め1て重視されているえ国の

典重量どしであげ;~'"t'.:~と知J さき語、」己、うに恩泌説草。\い .t';-!!.:
': (2)，・保育£幼児教育どの関連， .-，'- パ Z:0~トγ~ ，:'.d 

第~3' IC~" 保育c:幼児教宵の関連，ーいめゆる幼保の二元、
性あるいは幼保ゐ統合な、と括ういであげなハければ江e'tJ:l
u九 l埼玉か国では，、犬正時代田来期以来度、々論争1J~i縁6沼J
されtいるいわゆる3幼保一元化治問題iま，再び近時大きむ

な関ぷ事、とじてとり省W~れでい>i~:;.c.; ':-" :~\. ，;-.:; 

ィ幼保一元ィピとU当用語は~~'::行政土の所管と保育 J 教育
内容白二つの統合の意義を有しているν後者1<:ついてはで

わが固においても保育正教育の遥援化が品供一、己の点が

乳幼児をもヲ両親j保議者のf保育街，幼稚園φ目眠、内ら

容に対する理解吾陵味ばじLぜいる{演は苔めないよ， ';:'の後

者の点でほ，と，'<Jkスザ法jjlデタ峯りと〆つ由参考とじて

みていくこ、とかで古る~;_， i)t:'iきさは保育行政ゐ{点が G以下
ぶれてみたい。川.>il:? .~: _:'iiC';-:.';':' . 日.>¥町、

治者、らば;"先めど語、外通め保育・幼児教育制度につL、
て研究し，世界の保育制度の型をつぎの止う r，t~子類￥
詑'1. ~:3 ，，2_9~i 、、、\ ，;コ!ら.~:/、;ふ Sゾ C

!図c1.o)生鐸育制jl!:の型l可 ¥¥5"，" "，' (ィユ;:'(-<い、

、 :"1い単行i所管J型、(:2' H:(も'，;';:( 、 ，ぷ:北

目下 j，-:ミ、よ以Fi、でよ~r;:'凍健全福祉省担当型 4旬、l

、.~ )， : ，;所管統合型炉斗、教育省担当型川九

セ パ etJfド背少lI;'省撞当型、
::';::，'j;;;リコうよ;， :二

、 L. .，.}】守、.".，'，'，一、亡、
、':";'.:ノ、'"に、 ，、<，下

一日本は;所管分離対象区分型に入るがt~記め嵐線IÌ:
し九

固まれた型が行政所管止め幼保一元化に該当するど}属す

昌国め数が最昔多ぶ製品i密れかにヲいでほ、J世界各国自

行政制度を抱短1-:￥'e)cとがネ可能法だめ明6がで1まないh

ιかい J所管統合型にほあるt傾向がみEれる正即ちγ保

健・福ilE省担当型はjt欧hfヌカJンザナ、ιァ諸国、li1暴く，司会

邑れ，教育省担当型ば東欧中社会主義諸菌陀多町み伝説

者どとである) 口、‘:"/，"::治'[:('~ ';"，:;~"l 々'~_<1，/" {:，~~ヘ ρ

わが国と類似伝た政治的背景!占体制4をもっ固と℃で是正

考Iζ考去るなら弘、公教育ゐ一環とじτ早'期が訟の一貫、

性ある保育・教育を実践している後者より，総合的な福

ν祉のよ一環としで保育・教育を実践Lてふる前者がより参

考記なると思われ高よその典型例ば五biヰチジである。
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また，宵少年省担当型に属する国は西ドイツであるbt
現在西ドイツでは，背少年家庭保健省と称して，保健・

福祉省系統の行政も所管している。ドイツは，東・西分

裂以前からワイマール憲法を採択したドイツ共和国の時

代1<:，児童の保範・福祉由視野から保育が霊視され，幼

児教育も児童福祉制度として位置づけられてきた歴史が

ある。その背景には，就学前児童の保護，養育は言うま

でもなく，教育白中心もあくまで家庭にあり，公的な保

育や教育は家庭を支援し，補完する機能として存在する

という考え方がある。

ζの考え方は今日も引き継がれており，西ドイ γ明主

就学前乳幼児の保護・福祉と教育は，行政的に青少年家

庭保健省の所管下ですすめられているわけである。した

がって，国のレベルでは幼稚園教育も児童福祉法1<:基づ

き，児童援助のー斑として位置づけられている。しかい

西ドイツにおいては各州由権限，半1)断によって行政がす

すめられており，わが国と同じく保育所，幼稚園は統合

化されていない。

1970年代に入り，教育1<:関する構造計画白中で，幼児

教育を学校教育の体系として位置づけ，とくに初等教育

と白つながりを重視する考え方が強まり，種々議論と試

行がなされている。とくに幼稚園自うち， 3歳， 4歳に

ついては従来通りの体制をとり， 5歳以上告学校教育と

して教育計画IL組み込むζ とが考えられている。 1970年

代以降， 6州*が連邦児童福祉法の規定自ほかに独自に

幼稚園法を定めるなど，乙の箇での形態は複雑になりつ

つある。州1<:より福祉的側面と教育的側面の重視に相違

がみられるが，全国的には幼稚園の拡充に対L，保育所

の拡充はおくれているようである担， 49)0

なお，単一所管型としては米国が該当していたが，そ

の後1981年レーガン政権の発足とともに，行政機構が改

組され，保健教育福祉省が保健人的サービス省と教育省

に分化し，国及び州レベルともIL保育と教育は二元化さ

れその後再び教育省が廃止されるなど，流通的である。

乙のような実情D中で，国際的にはど由ような動向が

みられる白であろうか。 WHO，UNESCO， OECD 

ともに就学前児童の発達の促進に強い関心を示している

が， OECDは1974年の報告において，幼児の保育・教

育児ついてはζれまでどちらかといえば教育的要請より

も保護・福枇的要請が基盤にあったが，近年ではむしろ

保護的側面よりも教育的価値を重視するようになってき

た。と述べている 12L官頭にふれた就学前教育の機会自

増大というニーズの背景がそれである。そしてさらに，

従来福祉関係省1<:委ねられていた幼児教育の賓任が教育

省に移行する傾向を示してきた，と指摘している。しか

し，欧米諸国を中心として構成されているOECD加盟

諸国をみても，現実にこのような福祉関係省から教育省

K移管がなされた国はない。もう少しと四点について詳

しくふれていく。乙の時期，保育行政に関する所管移行

について議論や試行がつづいたのが，英国及びフランス

である。英国では， 1967'年のプラウデン報告以後，保健

社会保障省が所管している保育関係行政を教育科学省へ

移管する方向が打ち出されてきている。しかし， i:.れに

関しては健康や福祉的配慮を重視する保健社会保障省が

強く反対L，行政一元化は結着をみていない。むしろ地

方自治体レベルで，保育・幼児教育を一貫してすすめる

内容・方法を採り入れたチルドレン・センターやナース

リー・センターと称されると己ろで実際的試みがなさ

れ81J行政的には教育部，福祉部，保健部が相互に協力

しあう方法がとられている。

なお，英国では保育所は言うまでもなく，ナースリー・

スクールやナースリー・クラスへ入学できる幼児の割合

もまた，そのニーズIL対応しきれず1<:低い状況にある。

ζ のため， 1980年の新教育法により，各地方自治体か園

田許可なくして乙れを閉鎖することができなくなり，幼

児教育の充実に取り組んでいる動向がみられるお〉。

フランスでは，逆に保健家庭省が母親学校を所管する

公教育省1<:対L，就学前児童の保健，保育，教育IL関す

る所管をすべて保健家庭省1<:移管させるべきであるとい

う考え方を打ち出し，乙れに対して公教育省は強い反対

の意向を示しており，同じく全く結着をみていない 21L

フランスでは，従来から私立幼稚園等については，保健

家庭省が所管している。しかし，観点を変えるならば，

フランスでは広義四幼保一元化がなされているとも川え

る。即ち，所管分離年齢区分型では，ある年齢段階を区

切り，保育の度合いの高い乳児・早期幼児期については

福祉省系統が，公教育の及ぶ中・後期幼児期については

教育省系統がそれぞれ担当するものであり，それぞれの

目標に沿った一元化が図られているわけである。したが

って，完全一元化を呂擦とする点では所管統合型と共通

であるが，所管分離対象区分型とはその背畏，過程は異

なっているζとを考慮に入れる必要がある。

OECDのほかに一般論として行政町一元化が望まし

いという意見は多い。 Robinson，N. M らは， 10余年

* ラインラント・ファルツ州，ノルトライン・ヴェストファーレン州，パーデン・ピュノレテンベノレグ州，

パイエルン州，ザーJレランド州，プレーメン州
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網野他:欧米先進国における保育動向の分析I

にわたる長期研究の結果，各国の保育体系はつぎの4つ

に分けられるとし，己のうち最新白そじて今後のモデル

としてあげられるものは，②の総合的・統合的保育体系で

あると述べている曲L
① 託児所・幼稚園体系一一ラテχ・ヨーロッバモ

デ'J!-'

②総合的・統合的保育体系一一スカンジナピプモ

デJレ、、

③高度中央集権的託児所・幼稚園体系一一社会主

義モデル

@個別的・任意的託児所・幼稚園体系ーーアング

ロサクソンモデル

いずれιしても，先き白所管分離型あるいはよ記の

①，③" @の体系においで，行政所管上の一元化乃至統

合化を図る ζとは，スウェーデンのよう I~保育・教育を

超えた総合的な.'積極的な視点からの方策が打ち出され

ない限りは，きわめて至難であるように恩われる。

(3) 保育にかかわる管理・運営・財政上の課題

保育行政や保育にかかわる管理・運営にあっては，保

育を受ける乳幼児のエーズを常I~念頭におくことがきわ

めて霊要な乙とであるが，実際的には児童の福4ι 発遥

の保障という己の重要な理念は，現実由制度や適用白中

で必ずしも充足されできたとは言い難い。むしろわが国

の方杭金体の運営や枠組みを重視するきらいがあるこ

とへの反省から，個々白乳幼児応対す、る配慮を強調する

函がみられ，欧米諸国においては，己れを当然とする考

えや前提があるかの如しノ ζのような視点からの敢えて

の提言は多くみられない。

OECDクコレープ白研究を過してが Tizard，J.らは，

各国の保育について概観し，家庭的保育，集団保育の態

様の如何にかかわらずL適切な保育サ-1::;'スの規準がま

ず基本的に必要であるとして，つぎの8点を指摘してい

る 18~ ，一、

①保育サーピスはそれぞれの地域特性を持つべき

である。

ぺ②保育サービスは自由巨行われるべきである。ぺ

@保育サービスの企商や慰管は単一の梅威ある機

関・政府民よってすすめられるべきである。

④保育サォピスは単に児童φいる家庭由社会的ヰ

ーズや必要な時間応対応してのみ児童がサービ

スを受けるも由忙ならぬよう組織化されるべき

である。

⑤保育サーピ月は広範囲の機能を脊l.保育を求

J める両親に有用な、ものでなけれ同ならない。、

i ⑤保育サ?ピス I~おいでは保健もまた重要である。

;⑦保育においτは両親と保育専門家の協力が不可

欠である。 、1

③保育者は広い基盤と柔軟性をそなえるべきであ

る 。、手

以上の指摘は，行政上，事た保育也管理・遮営上の課

題と結びついている点が多い。保育は，単に保育ニーズ

をもっ両親と保育者との契約応よる.'保育時聞にのみ課

せられるものではなれ、児童，家民地域を包括した視

野で考えτいく己、との意義をあらためて確認させてくれ

る。

乙のよ告な，保育I~かかわる管理・運営は，ー究極的I~

保育児の発速により望ま七いものでな 4 てはならなI;~o:

Heinicke. :C.M.らは，保育プログラムを評価す，-o'発

逮的側面からの規準 (ι182 頁)I~ 加え，保育プロ/劣

ラムの内容を管理面で支える規準として，ヲぎの4点を

あげている。

①保育管理は児童に責任をもっ職員の意思決定に

おける自律性を支えるも白であること。 ふ

②保育職員の業務は刺戟性I~富み，管理的にも支

持されで川るものであるI_.c:..'と。

③!安全を損う可能性があるために活動告制限する

l 場合は，発逮の目標の:下て十分に考慮されたも

のであるととぷ，-， ， 、h に p 

@保育施設の規撲は児童を育成する環境として促、

進させるだめに30人から60人の範囲にとどめる

乙と。 、~

ζのような指向杭行政官，保育の管理者，保育者，

学者・研究者が協同する';:'，となく論じられヲすすめbれ

でいる実情はじ欧米諸国においてもみられる。 Sroufe.-

G，E，らは，とくに大学関係者と行政官，管理者との協

同体制の必要性を指摘しでいるがη:保育分野における

共通の目標や方針に沿っ允協働も，わが国における今後

四課題であるように恩われる。

さらに，保育経費とその負担の問題についてふれなけ

ればならな勺。両親が何らかの保育を必要とする時，保

育がより良質よ保育者と保育児の数比が小さい正保育者

白専門性明子どもうの関心・理解・愛情が高い，設備そ

の他環境諸条件が整っ芝川る ・1であれは親は必然

的に。そちら、の2買を選択する。しかし，保育が良質なもの

であればそれだ耽運営上のコストは高くなる。公的保育

においては，保育財政が許容される限りにおいで，保育

の量的ニーズにも、ある程度良質刷機を維持し;つフ応じ

るζ とが出来暑が"財政の限度を超えると，保育の量と

質を酌量し.勺ずれかへ比重を傾けるぜ過去における先

進国由経緯をみると，保育の質よりも前に保育べのニー

一193-



日本総合愛育研究所紀嬰 第2煤

;;(陪対処す司告保育の置の拡大を図つできでいる経過が

うかがわれ、保育の質IC関するナショナJレ・ミニマム，

Yピル・、ミ三市ムの向上10関心が向けられた園は決して

多くはない。そして近年の世界的経済，財政の状況は，

良質な保育を公費のみの負担て句維持するζとの困難性を

示唆している。

4 このように公的保育の普及が制限ざれでくると，両親

ふわが子の保育を委託する量(保育の経費〉と質〈内

容， '範囲〕を酌量する。そしで止むなく劣悪であうても

安価な保育施設や保育家庭巴子どもを預ける己とによっ

て，保育ニーズを充足させるようになる。公的保育白普

及がなされてU芯ければそれだけ，劣悪でLかも高価な

保育施設や保育家庭に依存しなくではならない場合もで

てベ昌。 Ruopp，R.R は米園児おける状況を実際例

をあげで紹介しZおり，その内容は興味深ド日)。英固に

おける保育所の減少も， r保有料は，保育所に児宣告適

所させること ICよって，家庭で節約できる領自総額を下

廻ってはなら芯い」という国民保健サ:-:-.t:.~ス法の趣旨に

基づき，、公的保育tとおいτも，保護者からの保育料の増

収を図ろうとしたととと関係じている47k-

西ドイ!、yは，公授による財政負担の高い国であり，ス

ヴェーデシも同様であるが，他自多〈の北欧，西欧白国

固と同じく，何らかの保護者負担の原則が貫かれている。

公的保育以外の両親と保育者と由契約IC卓り，一どの程度

の保護者負担ICよる私的保育が行われているがについて

は，確かな資料はなく不明である。

しかし，スウ品ーヂンは1983年 1月かちの改革によっ

て開園時間，定員，面積等国の段階における細分化され

た国庫補助基準を廃止Lて"地方自治体K対する一律運

営貨の40%国庫補助白原則を打ち出しできているととは

保育にお砂る公的武任の範囲と保育経費のあり方につい

て，わが国の今後のあり方を考える上で参考となるもの

である 48L

(41"保育への両親のかかわり

i 最後に，保育への両親のかかわりをあげなければなら

ない。保育者や保育施設が，子どもを預けられた時間帯

四み，、両親IC代わって保育をすればよいとする考え方に

対すで石疑問は古fからある。そlれと同時に時代の推移と

ともに，保育行政や保育自管理・運営白視点からも，保

育者が両親と協同して保育をすすめるζ との重要性か指

摘されるよ''j.1Cなってきた。

i従来，γ伝統的に児童の養育IC第一義的な資任をもっ筒

親が，呂中のある時間帯わが子を他白保育者IC預けるの

は，白から白養育の責任を放棄じている己とになるので

はないか占的う意識を多少とももっととがあった。母親

に代わって養育する者が身内・親族でない場合，そして

さら陀自分の子どもが養育白三つの段階のうち癌範的養

育の段階にあれば，その感を一層強くさせもした。しか

し，今日乙のような意識は多くの両親，成人にとっでC

〈普遍的なものとは言い難くなってきでいる。

その背景として第 1にあげられるととは，社会保育論

とも称すべきも白である。即ち，、養育はひとり母親，両

親のみの義務・究任ではなく，社会由貿任，公の責任で

あって，子どもの養育は社会で共有す吋きものであると

いう見解である。とく IC保育における国，地方自治体な

ど政府の役割と責務がとの点で深く志功〉わってくる。

第2にあげられる背景は，両親へ由援助の必要性とい

う考え方である。近年益々進行する家族構成員の縮少，

核家族化，家庭機能の変化などに伴い，母親の育児IC閲

す石精神的負担は，親族や地域・近隣と白隔絶化ら一方

交通的な情報利用をはじめとする育児機能の孤立化傾向

と結びついて，むしろ増大する傾向にある。 ζのζと以

ひいては家庭で育児IC専念する母親と子どもの聞に母子

関係白歪みやmaskeddeprivationをもたらしている

ことと結びついており，両親の援助という役割を備えた

保育由意義が強調される背景でもある。

社会保育論と両親援助の必要性という考え方とは，社

会が児童白養育IC高い関心を向けるという必然位におい

て共通項をもっ。

Blehar， M，は，今日の社会の殆んど恒詰的な変化

や不安定性の増大の中で，両親が望む通りの養育す台難

Lくなってきているとし，拡大家族のリパ4パルを望む

声は強くても，都市部ではそれはもう不可能のよう IC思

われる，と述べている 9)，'c.のような傾向の中力6 両親

が育児の役割を分担する意義がしぼしば強調され，スウ

ェーデン白ように社会保育を制度的IC保障し，保育と育

児が十分に共存し得るシステムを考慮しτいる国もみら

れるが，多くの国々においては，両親の育児田健腕包

協同については担篠田状測Eあるといえる。

そり点て，社会や政府の両親への関与は保育施策のみ

ならず公教育の領域においても，いわゆる両親参加の教

育という視点が強化されてきている。

西ドイツは，歴史的にも古くから両親陪よる乳幼児の

家庭教育を補完する視点が児童福祉行政，教育行政の中

で打ち出されてきたが， ζの視点は西ドイツのみならず

多く四国において，今日，家庭養育の意義をあらためて

確認し，家庭を基盤とした児童養育応対する社会的，公

的な責務としての両親の参加(InvblvemeiU，)活動の大

きな原動力とιて積極的な意味をもつよう陀なった。西

ドイツのほかスウェーデンがぞの「保育指針Jで示す両
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親とのカか>IJか主わり仇，入雨親との協力体制のおりコ方E七毛の例と

Lてあげ.昂るεとが守さ吉きE巳砂る 4;号ち，掛)L。
己む1ζiにE巳，♂両親，家族とのがかかりからみた保育玖ログ

ラムを需価する規準について，官民国cke;，C，Mーらが示

じている内容を紹介じたい。篠ら市まつぎの平ヲをあ肢で

いるお弘!

①，保育サーゼヌは>0基本的な養育也湯を移動させ

る、と日うよと広りもい家族を補完L"rcい.<:~訟の

である〈とo::. 〆

、②J家族は，地域内の家庭的保育，集団保育あるU

は何台かの他の保育サーピスを随意に選択でき

るものfであるむと。仁川 ¥ 

⑤ t専門的援助を継続i"cるιとが家族に有効なlもの

にであ-i)，~専門家と家族双方柘とって明古がとな，

っているおのTであるζと。キ J、

、@家族~の援助を企画官志際1<:は，家族H手di己
関係の過去由経験のヨ洛;_u:.:!主主IC!eの児童の発t

遥に危倶をもたらすと思われたことについて特

別の注意を払:うLえと。 λ! 公 i'~ 二、.¥'

⑤保育プログラムには，家庭内では有効と考たらF

れないものや児童の発逮1<:危倶を伴うと感じら

れるものを含むるのちLある乙と。

む ら⑥保育者と親宮の間の日々の適切な焚流を保障す

る構造が発展Lセいえ1ものであるEとdζ 、、

⑦保育者の中に，児童や家族、自発逮ICういτ半分

、コ に情報吾得:，':'，その発途を促進志せるのに必要な

変化を擁護歩Zシ氏支ン引:ーが存在する転めである

~、 L乙と。叶iI、川i~~-.日 1，IT1 戸 l 干 ;:d ，~ 

以上1<:ふれてきたさまざまな考疋労や試みは，保育サ

←ピス正いう誌のがご児童めみなちず両親や家族の望ま

しい向上・発達に結びつιものである乙とを教えている。

〆~，;ノ i ，;: 泊、江〆日三 ; 泊二九，.¥c，)". 、 ;-. i ....;、 ( :; 

山平，提点、菅~'. ~;.:' ，1;; 

)-;' 只;" :; ;'. "~;Í'， ~ '_' "j口ト / 

本研究圭通15;C:;，'今日目わが国白保育の課題占今後の

あり方を考える際民参考とすべき重要な事項1<:ヨMて，

可能な限坦広4ιふれ芯きた〈っちりだおる官欧米先進国の

実情の認識や理解の仕方においても，いわんや号れに基

弓しみでわが国のあり方;tr::検討を加え必場合1<:おい~てもi

その方向つけや指向が多くの関係者の問で一致U得ると

は到底考ゐられ主主防。ことでは"ょこれまでに品れてきた

考慮才円き内容を要約する芳向でρ 敢えて今後四課題ゃ

あり，方~_，?::-O，"~.~でい，('0かの提言を試みるb(υ 、

叩叫に③!，母縞由競労傾向と今後の保育のあり方

これまでD欧米先進国及び己れ古の国々と経涜，社会

的に類似の基盤をもっわが国の婦人の労働力参加の動向

をみると，、乳幼児をも古'母親6労働力参加が保育基増、大

草せよl他方保育施設の整備拡先:YJr:母親の労働力参加を促

進させぢいるとい苦相互関係がみちれた、が，寺後わが国

も含め我児期か伝4在日制申保育を求ゆる母親がざ，，'"箸

七え増加字誌と:ほ予測し悟ゃれ全体的傾向とrしては，又

学童保育も合めた任意の期間..時期の，ぞじiて直中の必一

ずしも全日にわたる ζ と白ない任意由保育ニーズがむ、じ

る強まlる乙芯が予測さ!れたがむのため，，:.今回の措醤基準

及びg時間保育φ原則に毒づく保育所連営を';iげ柔軟な

ものどじた保育の晶、り方が必要である、占考えとる。，

乙れにあわせ，働く母親の育児休業制度は，そり普及

1<:年数を要するものの戸国家μ-}{.'jjレで ζ:fi吾促進する乙

とによ:り."乳児期においては保育7よりもl家庭養育を選択

す宇治母親が増加tジ乳児保育が滅少~i[ぞdすれJ増加する、

傾両が?:i'?;れなベ括ると広が予測古紙るぶ児童の福祉の

観点がらもじ脊児休業制1<:つい初主icモ6菅波陪ヨい定

+分考慮す哨是正とであろう。ジ 日 〉、，

②保育め態様とくに家庭的保育の検討;..;....-..

わが固におい，亡制度、上，実態上圧倒的比高い割合志

占的てい石施設保育l・集団保育は，欧米諸国においてそ

れ程高い割合を占めてはいないことがあもだめて確認さ

れた。施設保育・集団保育応対1.:，，(家庭での母親による

養育によIJilfrl、話o.i6ivt望ま.lv、と考主EEdれできた家

庭的保育は，公的保育白申で確固とιた也置を占めてい

る国が多仏、 λ J 日 二~ t": ~ J ¥-:， 

がが国~ほit乳児期がらの集団保育に批判がぶら旨揺る

で方宅.実態上ほ施設、保育正集団保育の~によ、っτ公的

保育がすすめ"れセ吉た。:モの水準ぱ国際的陪も高し育成v

高い基準や要件を満たしでU、私い無認可保育所は，二家庭

的保育0):機能吾持し:t"Ir--¥るとこ右ぢ多ぐ.るの、中必は適

切で良質な保育がなhされでドるとLどろも、無弘、オづけ、市ば按

ドるうり x ι 、λ ・ 、 、 i 小、 J 、'::': • /~;!，".l\~， ~-， 

ス国は，丈地方自治体主協力、しずて望?まlじい家庭的保育の制

度や適用を検討，開発し，家庭的保育資源をな的保育追

:ι宅位置守砂助成する主とJを検討じても主わゆ港i危な

いかと考えるが注れ;jiιより劣悪な私的保育の存在長減弱

化きせる効果もおおせ持ヲめセはないfかを、考点:.5'/ドー可

、¥子③ J 保育効果と両親の役割 γ1に 山.~"日山口九3U、

".'.しがbながらè 乳児iう早期幼児のためil1::望まし，~:~道場え
られている家庭的保育は，諸外国1<:おいでそ、の研究也ま

だそ十分ではな道合説先家庭的保育の実態もが乳幼児め発

達ka，、ずιぢヲ事スめ効果が邑花らt主治Yをお沿心箇が事

者措摘[されている。、今後わか箇IdきíS:~'{)f:家庭的保育
のあり方を考足高時J斗層俗研究か必援であ名選考え:邑
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れる。

家庭的保育IC限らす，保育の発速に及ぼす影響につい

ては，欧米先進国やわが国においても一致した見解がみ

られないのは当然であるにしても，わが国においてはと

くに乳児保育を中心として乳児期早期からの保育環境白

プラス面，マイナス商に関する長期的視野からの研究を

一層進め，保育の改善・向上K寄与する必要があると思

われる。

また，保育環境そのものよりも母親・両親白環境田方

が重要な影響を及ぼすという指摘は多く，家庭養育か保

育か町二者択一論争はある種の不毛性をもたらすと考え

られる。

@保育情報の提供と両親の選択

欧米先進国とわが国の最も特徴的な相違点は，保育に

おける柔軟性であると考えられる。①でふれた多様な保

育ニーズIt柔軟に対応する姿勢とともに，厳密な措置基

準，措置費の運営のほかに，むしろ地方自治体，コミユ

ユティ・レベルで，保育及び両親を援助するため白機関

(保育情報センター)を設置する乙とを提案したい，そ

の役割・機能はつぎのようなものである。

地域における適切で多様な保育資源の企画・

体系化

保育資源の情報提供・紹介

iii 保育者への情報提供，保育者の養成

IV 両親教育，援助，指導

乙れを通じて，望ましい保育サービスが提供され，両

親は保育，家庭養育を常IC考慮して必要な保育心機会や

サービスを選択する乙とができ，保育者と地域，両親と

の相互の協力などをすすめるととができる。

⑤保育と幼児教育の関連

保育と幼児教育の統合は，総合的，統合的保育を重視

する北欧型と，公教育の一環として保育，教育をすすめ

る東欧型に分けられる。さらに，家庭・福祉重視型(西

ドイツ)，また広義には所管分離年齢区分型(フランス

など)も含まれる。

乳児から学童にわたる保育に欠ける児童及び家庭に対

する保育サービスを考える時，西欧，北欧It類似したわ

が国では.北欧型のように真に積極的・育成的・総合的

な保育の統合が最も望ましいモデルとして考えられる杭

国民的コンセンサスを考えるならば，その道は速し現

実には不可能に近い。

また，年齢を区分してそれぞれの統合化をはかる考え

方，即ち公的教育白普及による年長幼児IC関する幼保一

元化は，保育の意義を十分尊重して行われない限り保育

由一貫性を失ない，今日の学童保育問題にみられるよう

な不十分な体制がより強まる ζ とが考えられる。

逆Iζ 西ドイツの家庭・福祉重視型の統合は，現実に

はその機能が暖味であり，必ずしも十分な保育サービス

がなされておらず，相当な検討を要するように恩われる。

乳児及び年少幼児を包括した公教育による統合は，北

欧，西欧では存在していない杭確かに年長幼児につい

ては，庇護的養育の代替としての保育の機能はうすれ，

保護的，教育的養育を代替し，補完する保育が重視され

るようになるので，実質的It保育と幼児教育(公教育〉

とは一体となる側面がより強くなるととは確かであるう。

しかし，上述のような問題から公教育のみに一元化す

る乙とによる保育の不備への危倶はきわめて大きい。

いずれにしても，幼・保由一元性，二元性にかかわら

ず，積極的な保育の機能は，一貫性ある体系と方針が基

本的前提でなくてはならない。わが国における幼，保一

元化論争は，乙の点で積極的，生産的意義を有している

かどうかについて疑問無しとしない。

本研究は昭和58年度厚生科学研究の一環として行った

ものである。
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網野他:欧米先進国における保育動向の分析I

Analytical Study on Trends of Day Care in European and 

American Developed Countries 

Takehiro AMINO， Y国 uhiroKA W ANISHI， 
Kiyoshi ARAI 

Various kinds of needs for day care are still increasing in Japan now. 1n this study we made some 

investigation about the trends of day care in European and American developed countries and tried to 

indicate a few proposals for how day care should .be in our country in the time to come 

The contents of our analysis are: firstly， current day care needs and their baekgrounds; women's 

involment in working， advancement of infant development and increasing opportunity of p開 -schooled-

ucation， secondly， some features and tasks of day care mode and type in each country compared with 

those in Japan， and thirdly. the imposed tasks of day care administration and finance. 

Based on the analysis mentioned above， we presen胎dsuch proposaIs as follows: 

1. Viewing the trend of women's involvement in Iabour market， the more working mothers have 田町田sed，

出emore day care facilities and day cared children have also increased. And this tendency has四α.pro曲 l

relation with the tendency in which the more completely the equipment of day care facilities has -been 

prom。胎d，the more women's involvement in labout market has been promoted. 

To predict .the forthcoming day care needs in our coun廿ybased on the informations from those coun-

tr阻止 however，.we can suppose that mothers who will not need full time day care for their children but 

z:ather need day care which shal1 be provided freely at a necessary period and for some par胞 oftime 

wiU increase in number. In Japan， it will be more necessary to provide appropriate and flexible day 

care sys胎mto meet such kinds of needs 

Furthermore， maternity leave system during nursing period， if nationally adopted， will contribute 

to decreasing day care needs for early infancy， although it wil1 take many years. 

2. In European countries as well as American countries， traditional1y， family day care mode has oc~ 

cupied more important position than group day care. In Japan， on the contrary， group day care mode 

has overwhelmingly prevailed among almost all day care sys胎ms，and its proffessional level is very 

high as well. 

But we should have more interest in family day care and investigate about i胞 effects，if possible， to 

try to practice it systimatically 

On the other hand， we should make more longitudinal investigation about the effects of group day 

care， especially about plus and minus effect of day care in early infancy exerted on later development 

。fthe children. 
3. The necessity for day care resources and related social resources to assist and cooperate in parents' 

child rearing， the responsibilities for which_ assumed by them nowadays have become heavier， will in-

crease from now on. Therefore， the idea of community day care servicing system including flex巾，!eday 

care services and day care information services for parents is worth consideri~g 

4. In Japan， an argument concerning the validity of unification or integration of day care and pre-

school education has been so far repeated目 Itmay be' most desirable to realize the integration of day 

care and education as the results of really positive， promotive and generated process of argument and 

investigation. Such kind of unification and integration， however， can be rarely seen in the world， and 

in case of our country， it would be so far from ideal integration， since the governmental and practical 

confrontation bet、'{eenday care and pre-school education is so strong. 

-199-


